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電気事業の情報システム高度化への新展開

　来るべき21世紀に向って、社会に最も強いインパクトを与える要因は、

技術革新を背景とした、高度情報化であると言われている。

　このような高度情報化社会の到来が必然として予想される中で、電気事

業はこれにどのように取り組んだらよいのか、また取り組まなければなら

ないのか、今こそ真剣に考え、独自の対応策を準備する時期であると言っ

てよいのではないかと思っている。

　従来から電力会社は、給電指令や、電力保安のため独自の情報伝送網を

持っており、自社管内の全事業所がくまなく結ばれている。

　そして、発変電所や制御所には設備の運営や系統運用のためにコンピュ

ータが配置され上記情報伝送網を基盤にした総合自動化が、経営の効率向

上に大きな役割を果してきた。

　一方、複雑、多様化していく業務に対処するため、大型コンピュータに

よる事務機械化やワードプロセッサー・ファックス等の、OA機器の導入

も積極的に推進し、事務部門の減量、効率化に努めてきた。

　私は、最近の広範かつ急激な情報化の新展開を見る時、電気事業が蓄積

してきた、これらの実績は、将に高度情報化への基盤作りであり、この延

長線上に高度情報化への道があるのではないかと思うのである。

　現在電力各社は、電力系統保護、運用の一層の高度化や、電子メール、TV

会議などに十分対応できるよう、光ファイバ、マイクロ波無線、通信衛星

などの各種伝送回線によるディジタル総合通信網の構築に取り組んでいる。
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　また、情報処理では、総合自動化のための

大型コンピュータと事務機械化のための汎用

大型コンピュータをリンクさせて、情報の相

互活用をはかり、さらに、これと端末のOA

機器を結んだトータルネットワークの構成が

将来構想として打出されている。

　このように設備運営のための、コンピュー

タリゼーションと業務運営のためのコンピュ

ータリゼーションを．より一層高度なものに

発展させると共に、オフィスの活性化を図り

ながら総合i青報体系を作りあげていく。

　これが高度情報化への対応の基本であり、効率経営の理念にも副うもの

と思う。

　今、通信自由化に伴う「第二電電」計画や電電公社の、INS構想、こ

れに関連して期待されるニューメディアによる各種サービスの出現など、

高度情報時代の幕明けにふさわしいニュービジネスが、一斉に開花しよう

としているが、これについても、電力会社には地域社会からその担うべき

役割について多くの期待や要請が寄せられつつある。

　そこで将来は、上述してきた、電力社内システムとのネットワーク化の

可能性もあり得るので、社内情報体系の構築も、高度情報社会への対応

を・先見的に考察しながらデザインして　　　　東北電ヵ株式会社取締役副社長

行かなければならないと思うのである。　　松田彰
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔電力中央研究所参与〕
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二丁・情報システム研究の歩み（昭和26年～59年10月）
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26 一 電力線搬送研究会設置

28
45 電力用無線研究会設置

d力用通信保安装置研究会設置

31 11 通信保安回路方式委員会設置

32 2 電子計算機利用研究打合会設置

34 1 符号伝送委員会設置

37 24 電子計算機室設置

d子計算機利用技術調査、技術計算用プログラム開発開始

39 一
経営計画のための情報処理および基本的情報処理手法の研究開始

45 一6 電子計算機室を情報処理研究センターと改称

白l解析研究会設置

5 第1期超高速度符号試験装置設置

46 ｝ 系統情報システム研究推進委員会設置

47 ＿　　　1 第1回情報処理研究会開催 3 波形比較故障点実験装置を開発

48 12 ミニコンピュータシステム（実験設備）設置 39 UHF、　VHF帯テレビ電波実験設備設置

fータ交換制御実験装置設置

50 24 プログラム構造化研究会設置

﨣�?理研究センターを情報処理研究所と改称

51 23 広帯域符号伝送実験装置設置

謔Q期超高速度符号試験装置設置

54 1 電気事業コンピュータ地震対策調査研究会設置

56 267 電研電算機システム（所内共用設備）設置

﨣�?理研究所を経済研究所に合併

d気事業オフィス・オートメーション研究会設置

3 電力用衛生通信実験装置設置

5フ 1 SHF帯テレビ電波障害実験装置設置

59 410 長期エネルギー・電力政策研究会高度情報化部会設置

sx経営情報システム・パイロットモデル開発用実験装置設置
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は
　経済研究所所長　　矢島　昭

　地球上に生物が誕生して以来、その環境への適応制御と

遺伝性を確保するものとして、情報が収集・活用され、世

代を超えて伝達され、生物の進化発展と増殖を支えてき

た。情報が生物の本能としての自己保存および種族保存活

動を支えてきたわけであるが、さらに生物個体相互の情報

通信能力の発展は、蟻や蜂の生態に見られるような、組織

化された集団活動の営みをも可能にしてきた。

　人類の誕生とともに、情報はかってない新しい発展の局

面を迎えた。情報を表現し伝達する手段として言葉が生ま

れ、人類は他の動物に見られない思考能力を獲得し、文字

が発明された。これらの発展は幾多の文明を開化させた。

かくして、情報は人類文化の蓄積・発展の歴史の中で大き

な役割を果してきた。そして、情報活動が経済活動の中に

占める位置もますます重要になっている。にもかかわら

ず、情報が経済活動の基本要素であるという認識は最近ま

で殆どなかった。実際、狩猟・漁労の時代から、農業社会

・工業社会へと進む経済社会の発展の中で、情報の経済価

値はさほど大きな重みをもって意識されることはなかった

τ

、簸

　　　　　　　　　　　　　藁鞭楚灘
　　　　　　・艦

経営支援システムの所内公開で説明する矢島所長’

1療，’・

のである。

　しかるに今日、コンピュータの活用は極度に進展し、そ

の費用性能の格段の向上に伴い、広く社会の隅々にまで普

及・浸透し始めた。そして、かつて成し得なかった類の種

種の高付加価値情報の生産が可能となるとともに、情報集

約化による工業生産の飛躍的な効率向上と相まって、経済

活動における情報の付加価値の重みは急激な上昇を見せて

いる。さらに、通信技術の新しい展開により、情報が空間

的な拡がりと即時的利用可能性を確保するにおよび、それ

は経済・社会活動の基本的な要素と認められ始めた。そし

て、これら技術の急速な進歩を背景に、高度情報化社会、

情報を高度に活用する時代がすぐ目前に訪れようとしてい

る。

　このような高度情報化社会の到来を前にして、電気事業

も新しい事業運営、事業形態への脱皮を図るべき時を迎え

ており、電力各社とも高度の情報化に’よる新しい展開の方

向を模索しつつある。

　当所では現在、かかる時代の要請を踏まえて、電気事業

のこれまでの量的、分野的拡大に追われたコンピュータリ

ゼーションへの支援という研究目標から方向転換を図り、

電気事業の質的に高度の情報化とその長期的な展望を求め

て、新しい研究の展開を進めている。

　INS、ニューメディア、　VANなど新しい用語が次々

に生まれ、新聞紙上をふるわせており、経済・社会の情報

化の動きはまさに熱気と混沌の渦に包まれている。そし

て、今後、電気事業経営を取り巻く環境は、急激に、しか

も、かってない規模で変転を続けることが予想される。こ

れに対処し電気事業が、新しい時代の新しい需要家ニーズ

に応える高度情報化方策を推進するために、当面の課題と

して取り組みつつある新しい経営展開の戦略に対し、当所

の研究がいささかなりとも役に立つことがあれぽと期待す

る所である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○

電研レビューNo．1007



1－1刊　電気事業における情報化の意義

　電気事業は、経済・社会活動や日常生活を豊かにするた

めに欠くべからざる財である電気を供給する公益性を有す

る事業として、再編成以来、電気給供の安定化、効率化に

重点を置き経営活動を展開してきた。

　電気供給は、在庫の利かない商品を何百万、何千万の多

数：需要家に必要な時に何時でも、確実に、しかも廉価に届

けねばならないという特徴を有しており、そのために必要

となる膨大な生産・流通設備を適切に構築し、効率的に管

理・運用することが要求されている。

　このためには、電気需要の調査・予測を的確に行い、高

度の信頼性をもってこれをまかなうに足る設備計画をたて

るとともに、事業運営を行うための人・物・金を効率的、

効果的に管理することが肝要である。

　このような電気事業の経営活動を的確に機能させるため

には、確度の高い有効な外部情報を適時適切に収集・分析

するとともに、事業運営に伴って発生する膨大な情報を効

率的、効果的に処理することが重要である。このようにみ

てくると、電気事業にとって、情報活動は基本的な活動で

あり、実際、電力各社は再編成以来、高度成長の時代から

2度のオイルショックを経て迎えた低成長時代の今日まで

一慣して業務運営、設備運用の両面における情報化、コン

ピュータリゼーションを強力に進め、事務・生産活動の合

理化、効率化に特段の努力を払ってきた。そして、これに

より多年にわたる業務量の増大にもかかわらず、要員を増

やすことなく、しかも高い信頼性をもって電気供給を遂行

してきた。

　しかし、昨今、電気事業経営を取り巻く経済・社会環境

は急激かつ大きく変化しつつあるとともにますます厳しさ

の度を加えており、経営のより一層の効率化と体質強化を

図ることが緊要の課題となってきている。

　このため、電力各社は第一に現在急速な進歩を遂げつつ

あるコンピュータ技術・通信技術を電気事業経営の中に多

面的、効果的に取り込み、新しい総合的経営効率化を実現

するため、高度な情報化の推進に意欲的に取り組みつつあ

る。加えて、電気事業は各社各様のアプローチを通じて内

部組識の活性化を図り、機動性、柔軟性に富む組識への改

変を図り、これを土台として総合的な業務改善策を展望し

つつある。

　これら電気事業において現在力強く進められつつある情

報化・活性化の活動は、電気事業が今後の環境の変化に対

応して健全なる発展を遂げるために必要な体質改善、スリ

ム化と弾力化への経営展開を基本に支えてゆくものと言う

ことができよう。

1十2電気事業情報システム構築の歴史

　わが国の代表的な設備産業である電気事業は、再編成以

来これまで、給電の自動化、発電所、変電所の自動制御

等、設備運用面での諸種の自動化を個別的ながら進めてき

ており、生産活動の情報化に基づく経営効率化の先駈的な

模範例となってきた。

　他方、これらの生産活動を支える各種の業務運営におけ

る情報化、事務機械化についても、主として本社に設置し

た汎用コンピュータを活用し、数値情報に基づく定形処理

を中心として総合的に機械化を推進し、殆ど全ての業務に

ついて一通りの情報システムを構築してきた。以下これま

での総合事務機械化に焦点を当てて、電気事業における情

報化、情報システム構築の推移をみてみよう。

　わが国電気事業の事務機械化は、1951年頃における料金

鑑定業務へのパンチ・カード・システムの導入に始まり、

今日まで30年という歴史を経て、定型的業務について一通

りの機械化を達成してきた。

　この30年の歴史は大きく3つの発展段階に分けられる。

即ち、第1断階の1950年代は、料金調定業務を中心とした
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事務機械化の揺らん時代であり、給与、株式、資材等の分

野にもパンチ・カード・システムを活用して機械化が進め

られた。この時代の特徴は、いずれの電力会社もコンピュ

ータを本店に置いて、集中的に入出力・処理する形態が採

られたことである。

　第2段階の1960年代は、上記以外の事務部門の業務にも

広く機械化が進められるとともに、個々の業務ごとに収集

されるデータを総合的に活用する総合事務機械化が指向さ

れた時代である。時あたかも、第3世代のコンピュータが

登場するとともに、1967年代の生産性本部による訪米MI

S（経営情報システム）使節団の帰朝報告が、この総合機

械化の推進に強力なインパクトを与えた。しかし、この時

代の情報処理は依然として本社での集中入出・処理の形で

実施されていた。

　第3段階の1970年代に入ると、本店のコγビュータによ

る集中処理は従来通り行われたが、営業所など現場での営

業、配電関係の業務を即時的に処理するため、本店のコン

ピュータと現場の端末機とを連係したオンライン・システ

ムが導入され、入出力の分散化が図られていった。

　これに続くのが、今日の1980年代の事務機械化であり、

情報化新技術としての新しい多様なOA機器の登場、情報

通信技術の発展が、いま第4段階の指向時代を切り開きつ

つある。

　現在、事務業務全体として眺めれば、従来から事務機械

化を狙ってきた汎用コンピュータによる全社的・標準的事

務システムには馴じみ難い業務が、さほど機械化の進んで

いない分野としてとり残される。それらは、仕事の範囲と

しては、文書作成・簡易計算・伝：達・保管・会議などを含

む各課・個人レベルの個別・多様な事務であり、その情報

の形態としては、文章・図形・画像などの非数値情報を多

く含むものである。

　これらの分野に対し、急速な普及を見せ始めているワー

プロやファクシミリ等の新しい電子機器、いわゆるOA機

器は、日本語文章を始めとする非数値情報の機械化を可能

にするものであり、また、各種オフコンやパソコン類は、

各事業所内で発生する個別つ多様な情報処理を簡便、廉価

に実施できるようにする。

　一方、汎用コンピュータを中心とする事務機械化の今後

の進展、即ちデータベース化による蓄積情報の多面活用・

各事業所・職場へのオンライン端末機の設置、図形・日本

語情報処理などによって、機械化でカバーできる領域は一

層拡大されてくる。

　従って、今後OA機器を活用して事務機械化を進める中

で、より効率的な情報処理を実現するには、統一した思想

のもとに、汎用コンピュータとこれらのOA機器等とを全

体として有機的に連係したシステム化を考慮する必要があ

る。

　さらに、今後の情報通信技術、ニューメディア技術の発

展により、需要家や地域産業・社会との緊密なる連係の進

展が予想され、第一線の営業活動も新しい時代に相応しい

ものへと展開してゆくことが必要となる。

　即ち、電気事業の今後の業務運営の情報化は、オフィス

全体はもとより、需要家等外部との連係をも包含する、オー

プンな情報化領域を意識しつつ、新しい時代の情報システ

ムの形成を目指すものとして、汎用コンピュータ・システ

ムの新たな展開と電子化された各種事務システム、ニュー

メディアとの有機的な結合を図るべきものといえよう。○

　　　　　　　　　　D伽8糊
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陀豊面一ン嶋罪イア糊慧塗⑳展盟と
　　　　　　　　　　　　　　電気覇業⑳高麿構軸艦

1－2－1　．ニューメディア社会の展望

1．情報化新技術の進展

　ニューメディア元年といわれた昨年から、衛星放送、キ

ャプテン・システム等のニューメディアが本格的に登場、

情報化を指向する新技術と、それにもとつくニューノディ

ァ社会の急速な進展を肌で感ずるようになってきた。

　最近の情報化志向技術の進歩は眼を見張るものがあり、

し粋な新素材、新製品開発競争を通じて、ますますその進

歩の度合は早まりつつあるように見える。

　半導体を中心として急速に進歩しつつある電子技術や、

光通信、衛星通信を中心として展開している新しい通信技

術は、その技術的所産の機能、費用性能が過去に例のない

程に急速かつ格段な向上を示しており、その利用は急速に

拡がり、一部の人のものとしてでなく、大衆のものとして

発展しつつあり、社会的に必須の基盤的存在にすらなりつ

つある。

　そして、これらの技術を利用するための新技術が次々

に生まれており、各種のOA技術、　FA技術、ロボット技

術等を基礎とした、省力化、自動化、高度化システムの構

築、CATV、　LAN、　VAN等のニューメディアを基礎と

した高度情報通信システムの構築が産業・社会のあらゆる

拠点で除々に進行している。

　また、これら発展しつつある情報化新技術は、従来の量

産効果を狙いとした標準化を基本とする情報化技術とは異

なり、多様性を志向し、選択の可能性、個性の発現可能性

を支える技術として進展しつつある。

　これら技術の開発は、単に既存のコンピュータ・メーカ

ー等の情報関連企業、通信機器メーカー、通信業者等のみ

がこれを推進しているのではなく、多種多様な業界の大小

様々な企業が競い合う形で情報産業界に参入し、しのぎを

削って開発を進めている。同時に、これを活用するユーザ

側も、激変する環境のもとで、未来を模索しつつ果敢に試

行錯誤的な利用を進めている。

　現在このような過程にあって、情報化新技術は模索と整

理を繰り返しつつ今後さらに急速に進展し、社会の隅々に

まで浸透していくことになろう。

H．ニューメディア社会の到来

　上に述べてきた急速な革新を続けるエレクトロニクス技

術をベースとしたコンピュータ、ロボット等の情報処理手

段の社会への浸透と、新しい情報通信技術に支えられて構

築されつつある高度情報通信システムの社会的基盤として

の形成は、新しい多様な情報メディアの世界をもたらし、

企業、家庭のあり様を一変し、社会機能、産業構造に大き

な変化をもたらす。いわゆるニューメディア社会が到来し

よう。

　このニューメディア社会の姿を概観すれば、およそ次の

ようになる。

　まず企業においてはOA、　FA等のオートメーション化

が進展するとともに、その基盤となる構内のネットワーク

としてのLANやそれらを連係するグローバル・ネットワ

ークが社内情報網として構築されてくる。さらに、企業間の

連係、顧客間との連係等も進展する。こうした情報化の進

展により、事務、生産、流通、販売等あらゆる企業活動の

省力化、自動化が促進され、その質的・面的な拡大が図ら

れ、労働時間短縮、高齢化傾向の進む企業の業務運営が支

えられることになろう。

　家庭においては、ホーム・コンピュータやホーム・オー

トメーションが普及し、これらの体系の中にテレビ（CA

TV）や電話、各種の検針メーター等が組み込まれるよう

になる。これにより、家庭の日常生活における省力化、自

動化がさらに促進されるとともに、趣味・教育など個人的’

に必要となる情報の簡易収集・選択、ホーム・ショッピン

グ等が可能となり、利便性が向上するであろう。
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　社内機能については、高度の情報通信基盤が整備されて

くるとともに、種々の分野のデータベースが利用可能とな

ってこよう。これにより、都市と地方の情報格差がなくな

り、企業の地方分散や都市機能の分散化が進むとともに、

行政面、教育面や医療面でのサービスの向上、充実が図ら

れよう。

　産業構造については、このような社会の情報化が進むに

つれて、産業・企業全般の情報集約化が進み、情報・通信

産業全体に占めるウエートが増大する。また、産業間、企

業間の連係、融合が進み、これに伴い産業の再編成、企業

経営の多角化傾向が進むであろう。

1ぞ一2　電気事業の高度情報化の道程

1、高度情報化方策

　電気事業においては、上述のようなニューメディア社会

の倒来を予想し、そこへの道程を着実かつ果敢に切り開く

ため、急速に進展する情報化志向新技術を効果的に取り込

んだ新しい総合的経営効率化、新しい時代の情報システム

の形成に向けて強力にエンジンを始動しつつある。この新

しい情報システム化方策、高度情報化方策を大きく4つめ

側面、業務運営の高度情報化、設備運用の高度情報化、需

要家サービスの新展開、高度情報通信システムの構築に分

けて、電気事業の対応しようとする主な方向を眺めてみよ

う。

1．　業務運営の高度情報化

　業務運営の高度情報化の第一の狙いは、日常的なオフィ

ス業務の生産性向上である。従来、オフィス業務の生産性

は相対的低位にとどまっていた。これは事務における生産

物が情報であり、その情報には非定型の部分が多く、量産

効果を狙った従来の事務機械化では機械化不可能な部分が

多かったためである。しかし、先に述べた通り、最近のO

A技術の進展は、この多種多様な情報を効率的に処理する

ことをも可能にし、日常的なオフィス業務の省力化を現実

のものとしている。このため、電気事業では従来からの事

務機械化に加えて、OA機器類の適切な導入・活用を図り、

本店、支店、営業所などあらゆる組織階層でオフィス業務

の効率化を進めようとしている。また、このオフィス業務

の省力化、効率化の推進は、全社的な組織活性化活動に基

づく草の根的活力を得て進められており、同時にまた、こ

の組織活性化活動を支える役割を果たしていくものとみる

ことができよう。

　第二の狙いは、的確な経営判断への支援である。不透明

な激変する経営環境のもとで総合的経営効率化を図るに

は、より多面的な情報収集能力とより高度な情報分析機能

を培養・組織化し、的確な企画・管理能力を組織的に確保

していくことが必要である。このため、電気事業では、国

際的な情報を含めて経営情報データベースの充実を図ると

ともに、これをもとに経営者層やスタッフが社内外の様々

な情報を適時適切に検索・分析し、的確な戦略決定や計画

・管理をするのに役立ち得る、個々のニーズに柔軟に対応

することの可能な“意思決定支援システム”の構築を図り

つつある。

2．　設備運用の高度情報化

　設備運用の高度情報化の狙いは、設備運用効率の一層の

向上を目指した総合自動化、運用システムの高度化であ

る。

　電気事業においては、既に述べたように、生産活動面に

おける生産性向上を図るため、従来から設備の自動化が強

力に推進され、発電所、変電所、送電所、送配電系統制御

所等に対する種々の自動化が実施されてきた。しかし、こ

れらの自動化は主に個々の部門ごとに推進されてきてお

り、電気事業では現在の大規模化、複雑化した設備に対し

て、運用効率の一層の向上を図るため、部門ごとに独立に

利用されていたコンピュータの相互連係、共通情報の一元

化などを通じて、系統の一貫した運用の展開を図って漏

る。また、運用システムの中に情報化新技術の成果を取り

込み、必要な系統・設備情報の自動収集、系統保護機能の

高度化、制御範囲の拡大、知識処理技術を活用した運転支

援システムの導入などにより、運用システムの高度化を図

っていくものと見られる。

3．需要化サービスの新展開

　需要家サービスの新しい展開の狙いは、今後の価値観の

多様化の時代に相応しい電気の新商品開発による需要家ニ

ーズの発掘とこれに基づく需給調整機能の多様化、ならび

に需要家への有用な情報の開発提供である。
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　このため、欧米諸国では、関連の研究開発が積極的に進

められており、深夜電力の貯蓄・エネルギー変換などを中

心とする新需要開拓、ニューメディアを活用した需給調整

方策やそのための多様な料金制（スポット料金など）に関

する研究・検討が活発になされている。国内でもこれらに

関する論議は盛んになってきており、電力各社もこのよう

な視点で電力有効利用技術、電力シフト技術の実用化を目

指した研究開発を進める段階にあり、また、キャプテン・

システム等のニューメディアを通じての、電気の安全かつ

効率的な利用に関する情報サービスや計画停電情報等の適

時サービスに関する実験を開始しようとしている。この需

要家サービスの新しい展開は、単にサービスの領域拡大に

止まらず、その結果として、需要家の真のニーズの発掘・

充足と電気の高度有効利用をもたらすものである。

4．　高度情報通信システムの構築

　高度情報システムの構築の狙いは、業務運営・設備運用

の高度情報化や需要家サービスの新展開に伴う事業所内、

事業所間および社外をも含めた情報伝送量の増大と伝送情

報のディジタル化傾向に対処し、間接的に総合的経営効率

化に寄与することである。

　このため電気事業では、長期的な視点で、光通信、衛生

通信の積極的導入を図るとともに、有線、無線伝送路のデ

ィジタル交換機の設備を企図している。さらに、業務運営

・設備運用の高度情報化や需要家サービスの新展開を進め

るに当り、それらの間の総合連係を考慮しつつ、事業所内

におけるローカルエリアネットワークや、事業所間での社

内VANの導入を図っていくものとみられる。

’誼ご　’論・，昌

’し’・己　監血凄轟

II．高度情報化推進上の諸問題

　今後の情報化志向新技術の進歩は急速且つ予測困難なも

のがあり、その社会への影響も多様にして予想を超えるも

のがあろう。そうした中で高度情報化に取り組む電気事業

としては、堅実かつ柔軟性をもって当ることが大切である

が、時により未知の領域への果敢な挑戦を試みることも必

要であろう。電力各社とも、そうした観点でそれぞれの体

制を組み、高度情報化方策を検討・推進している。

　しかし、ニューメディア社会の到来を前にして、いくつ

かの新たに解決せねばならない課題が発生しつつある。そ

の主なものをあげれば次の通りである。

・系統運用、情報ネットワークの大規模化、複雑化、自動

　化に伴う脆弱性への対処

・社会全体へのコンピュータ利用の拡大とネットワーク化

　に伴う、電力供給の質と信頼性の一層の向上の要請

・産業、企業の情報集約化、産業再編成、企業経営の多角

　化傾向の進展に対応する電気事業経営の情報化戦略の確

　立

　これらの課題は、いずれも多面的な検討を要するものであ

るが、これに適切に対応していくことは高度情報化を推進

する電気事業経営にとって必須の条件であり、これらの課

題を的確に解決することによって始めて社会的に容認され

うる総合的な意味での経営効率化、体質強化がなされるも

のといえるだろう。　　　　　　　　　　　　　　　●
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ト3－1基盤技術の開発状況

　既に述べたように、エレクトロニクスを中心とした技術

革新や情報通信システムに支えられた情報化の進展は、企

業における業務運営の近代化、効率化を一層推進するもの

として注目されている。このような通信需要に対する社会

的要請に応えるため、電々公社は来るべきニューメディア

社会のインフラストラクチャとしての役割を担う高度情報

通信システム（iNS）を形成すべく、その積極的な推進

を図っている。

　INS形成のための基盤技術は、通信網の高度化技術と

キャプテン端末やテレビ電話などの多様化する宅内機器技

術に大別される。以下では、通信網の高度化技術の中で電

気事業の高度情報化を推進する際に関連の深い通信網を構

成するための技術について、わが国の開発状況を述べる。

1．　超しSl（大規模集積回路）

　5ミ四方面チップに10万個以上の部品を積載した大規模

集積回路（LSI）を超しSIと称しており、256kビット

・ダイナミックRAMが本格的量産に入る状況にある。　L

SIの高集積度は極微細回路の製造技術に依存している

が、5年後に1～4Mビット、10年後に8～16Mビットに

なるものと予測されている。超しSIは高度情報化を支え

る根幹となるもので、高密度化と量産によるコストダウン

の効果は非常に幅広い適用を促すものと期待される。

2．　高速論理素子

　コンピュータの論理処理能力や演算能力はゲート回路の

スイッチング時間で示され、現在の主力となっているシリ

コン論理素子では1～合ナノ秒が限界であ。このため新し

い素子の開発が進められている。実用化の早い素子はガリ

ウム・砒素半導体で電界効果型トランジスタ（FET）と

して高集積化が図られている。さらに、ピコ秒オーダの論

理素子を実現するため、ガリウム・砒素基板の上に分子線

結晶生成（MBE）をのせた高速電子移動素子（HEMT）

の開発が活発に行われている。

　これらの新論理素子が実用化されると、処理能力で現在

のコンピュータより2桁程度速いスーパーコンピュータが

実現される。

3、光ファイバ通信

　周波数0．8μmの光ファイバ通信が本格的に実用化され

てきたが、低損失、高帯域の伝送特性が得られる長波長帯

（1．3，μm）に統一される方向性にある。昭和59年度に旭

川、鹿児島間に日本縦貫伝送路として敷設される光ファイ

バケーブルは波長L3μmのシングルモード型光ファイバ

ケーブル（伝送容量400Mビット／秒）である。

　光ファイバについては、1979年に石英系光ファイバの理

論的限界最低損失に近い0．2（聡／k雛（波長1．55μm）のシ

ングルモード光ファイバが開発されたことで光ファイバの

低損失化は実質的に終了し、光ファイバ通信の技術開発と

しては長波長帯における発光素子に重点がおかれている。

　光ファイバを始め、レーザダイオード（LD）、アバラン

シェフォトダイオード（APD）など光部品の低価格化、

特性改善、電気回路のLSI化により、400Mビット／秒

以上の超大容量伝送方式の実用化が進められており、将来

の光伝送技術としてコヒーレント光通信方式、光直接増幅

技術などが検討されている。

　電気事業は早くから光ファイバ通信を導入してきてお

り、独自にケーブル化技術、施設工法などを開発し、ま

た、特に電力用として、光ファイバ複合架空地線、光ファ

イバ複合配電線、自己支持型光ファイバケーブル、難着雪

型光ファイバケーブルなどの開発を行った。
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4．　ディジタル・マイクロ波回線

　マイクロ波回線のディジタル化について、各種変調方式

の比較検討や周波数選択性フェージング対策が研究され

てきたが、4、5、6GHz帯において16QAM変調を採用

し、エシステム当たり200Mビット／秒の伝送容量を有する

長距離ディジタル無線方式が本格的に導入される状況にあ

る。

　ディジタル変調方式は16QAMに統一される趨勢であ

るが、今後は64QAM以上の多値変調技術の開発によっ

て伝送容量を増大し、周波数の有効利用や経済化を図るデ

ィジタルマイクロ波方式の検討が重要となる。

5．　ディジタル交換機

　交換機の機能は「利用者の回すダイアルを認識して、そ

れに従って相手を選んで接続すること」であって、基本的

な技術として通話路技術、制御技術、および信号処理技術

に分けられ、これらを回路のIC化やマルチプロセッサな

どのしS王技術の導入によってディジタル化したものがデ

ィジタル交換機である。電々公社では既に「D60型」（中

継線交換機、大局用と中局用）、「D70型」（加入者線交換

機）のディジタル交換機を開発している。ディジタル交換

機には64kビット／秒の回線交換機、32Mビットまでの高

帯域回線交換機、およびパケット交換機がある。

6．衛星通信

　固定通信用として実用されている通信衛星さくら2号

（CS－2）は重量350kgで4000電話回線の伝送容量をも

ち、電々公社の他、警察庁、建設省、消防庁、国鉄ならび

に電力各社が利用している。

　同報通信、ディジタル総合通信などの新しい通信サービ

スを行うために1983年頃に重量550kg、6000電話回線の伝

送容量を持つ通信衛生3号（CS－3）を打ち上げる予定

となっている。

　さらに、将来の増大する通信需要に対応して基幹通信回

線の一部を担うため、電話換算10～20万回線の通信容量を

持つ2～4トンの大型通信衛星を1990年に打ち上げる予定

である。このためには、大容量通信に不可欠なマルチビー

ム通信方式の開発が必要である。
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1－3－2　情報処理技術の新しい展開

　前述の基盤技術の開発とならんで注目すべきもう一つの

新しい展開は、こうした基盤技術に支えられ、情報に対す

る多様化したニーズに対応した情報処理技術の高度化であ

る。

　これまで様々な情報処理システムが開発され業務効率化

などに貢献してきたが、それは主として企業などの組織に

よる利用が中心であった。

　これに対し、最近の情報化は、パソコンの普及などを通

じて個人レベルにまで広がり、社会全体の情報化が急速に

進んでいる。この結果、生活に結びついた情報や公共的な

情報などの情報の多様化、老若男女誰でも安心して使える

簡便な機器の開発など、情報化に対する様々なニーズが湧

き：おこっている。

　こうした背景のもとで、情報処理技術の高度化は今後と

も急速な発展を続けるものと考えられるが、電気事業情報

システムの高度化にとり重要と考えられる技術について以

下に述べる。

1。　OAシステム

　オフィス業務の効率化と、そのための新しいオフィス環

境をめざして開始されたOAは、ワープロやパソコンなど

が漸次普及するにつれて具体的な形をもって進展するとこ

ろになった。これらのOA機器は現在、その機器の充実と

統合化が進むと同時に、ローカルネットワーク（LAN）

への接続が進展しつつある。これによって、大型コンピュ

ータとの情報の相互乗り入れ、電子メールや電子ファイ

ル、外部データベースの活用などオフィス業務に必要な機

能が十分に整備されるものと期待される。

　ただし、これが円滑に進むためには、機器相互間の接続

方式の標準化をさらに徹底することが必要である。現状で

は、同種の機器でさえ製作メーカーが異なれば互換性が殆

どない状況にあるが、最近この事態を重視した通産省で

は、様々な機器のレづルでの互換性（インターオペラビリ

ティ）を実現すべく指導に乗り出す意向を示している。

2．簡易言語

　パソコンがビジネス用に広く使われ出したのは、プログ

ラミングをせずに利用できる表形式言語の普及によるとこ



うが極めて大きい。その原点は、アメリカで開発された

VlsiCalcであるといわれるが、今日でははるかに強力な

機能を備えたパソコン用の表計算ソフトウェアが多数出ま

わっている。

　このほか、情報の管理・検索に重点をおいたデータベー

スソフト（これも表やカード形式のものが中心である）

や、やや本格的なシステムを組むためのツールの集合から

なる開発支援ソフトなどがある。いずれもBASICなどと

異なり、業務で使われている書類等のイメージをそのまま

ディスプレイに表示させながら処理できる点が特長であ

り、計算機の知識を持たない業務担者でも比較的違和感な

く使いこなしていける点が評価されている。

3．　次世代コンピュータ

　エレクトロニクスの飛躍的な進歩により、今日のコンピ

ュータは極めて高速、大容量で、しかも低価格のものとな

った。そして、これまでの進歩け基本的に、ハードウェア

の進歩によるものであったが、この進歩の過程を通じて、

コンピュータの基本的な方式は殆ど変わっていない。今日

のコンピュータは性能面では極めて優れているが、柔軟性

に欠ける、創造的な仕事に向かない、膨大なソフトウェア

を必要とするなど、多くの問題点もかかえている。それら

の多くは、コンピュータの基本的な方式にその原因がある

といわれている。

　そこで、コンピュータの基本的な方式を見直し、新しい

原理に基づくコンピュータを開発することによって上述の

様々な問題の解決を図ろうとするのが次世代コンピュータ

の研究プロジェクトである。これは、通産省のもとでわが

国の国家プロジェクトとして、1982年より、（財）新世代コ

ンピュータ技術開発機構において進められている。新世代

コンピュータの実現は1990年代半ばの予定であるが、今日

までの研究によれぽその基本的な方式にかかわる特徴は2

点に集約できる。

　その第一は、基本的な計算原理を算術演算ではなく論理

演算に求めることである。これは、数値計算より、推論的

な思考処理を重視することである。この結果、推論の基礎

となる様々の知識を与えさえずれば、コンピュータはそれ

自身の推論に基づいて問題の解決をすることができること

になる。そこで、新世代コンピュータは推論型コンピュー

タまたは、知識処理コンピュータとも呼ばれている。

　第二の特徴は、一つの命令を実行してから次の命令を実

行するという逐次処理ではなく、実行できる状態にある命

令はすべて同時に実行させる並列処理を基本とすることで

ある。逐次処理に対して並列処理は、図形などのパターン

を全体として一度に認識する場合などに有利であり、人間

の思考形態に近いものである。

　次世代コンピュータの開発とは別であるが、他のプロジ

ェクトによって超高速コンピュータ（スーパーコンピュー

タ）の開発も進められている。これは数値計算の高速化を

達成しようとするものである。スーパーコンピュータの最

初のものは、CRAY－1（1976年）であるといわれている

が、最近わが国のコンピュータメーカーからも相次いで製

品が出されて：おり、現在の最高速度は0．5GFLOPSは1

秒間に浮動小数点演算10億回の速度に達している。わが国

のプロジェクトも含めて、次の目標は1990年に10GFLO

PSを達成することとされている。

4．　ソフトウェアの自動化

　高度な業務処理の効率化のために様々なソフトウェアが

開発されてきたが、これには多大な開発コストがかかって

いるるちなみに、20年前ごろには情報処理に関わる全経費

の60％から80％がハードウェアのコストであるといわれて

いたが、今日では状況は一転し、60％から80％がソフトウ

ェアのコストであるといわれている。

　そこでソフトウェアの開発を自動化するための努力がか

なり以前から続けられてきたが、これまでのところ実用レ

ベルで使えるほどの自動化システムは実現できていない。

しかし、最近になり、様々な業務用プログラムに使われて

いる基本的な要素プログラムを蓄積し、これを活用するこ

とによって実用性の高いプログラムを組上げることができ

るとの見通しが立ってきた。当所でも、この考えに基づく

効率的なソフトウェア自動開発システムを構築中である。

これは、蓄積されている要素プログラムをどのように組合

せれぽ目的に合ったソフトウェアができるかを決めるため

の方式に特徴があり、ソフトウェアに対するニーズを平易

な日本語で書きさえずれば、所望のソフトウェアが自動的

に作り出されることを目指している。この方式は、業務用

のソフトウェアを業務担当者などが簡単に作る場合に効果

的であり、将来の情報システム作りに大きく寄与するもの

と期待される。　　　　　　　　　　　　　　　　　齢
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2＋1　システム開発の背景

　電気事業においては、従来の機戒化を通

じて得られた経営情報の蓄積と近時の情報

処理機器、技術の発展を基礎に経営の意思

決定にかかわる情報を有効に提供する支援

システムの開発が望まれている。一方、最

近の経営をとりまく経済・社会の不透明さ

と変動の大きさによって、現在は従来にも

ましてますます経営の柔軟性を要求される

時代であるといわれている。こうした状況

からも、かかる支援システムの重要性は非

常に大きくなってきているといえよう。

　当所では、以上のような意思決定への支

援システムとなることを目指して、これま

で蓄積してきた経営統計、需要統計、国民

経済統計などを中心とする経営経済データ

ベースおよびモデルの分析、開発が柔軟に

行える情報分析システムを設計・開発して

きた。

2－1－2　経営経済分析の現状

　モデル開発からデータの管理までいくつ

かの視点から、当所における一般的な経営

経済分析の行われ方の実態は次の通りであ

る。

1．　モデルの開発

　短期経済分析、産業構i造分析、最大電力

や田量などの需要分析といった問題ごとの

個別のモデル開発が主体であり、それらの

開発作業もデータ収集からプログラミング

までも分析者自身による自主開発がほとん

どである。また現象解析のモデルから政策

分析を瞑指したシミュレーションあるいは

最適化モデルまで多様なモデルの開発が行

われている、表2－1－1に当所で開発された

主要な経済分析用モデルをまとめた。

2．　モデルの保守・管理

　モデルが開発され、それを用いて分析、

結果が報告され一応の区切りがっくと、同

様の問題あるいは分析がすぐに引き続いて

必要なけれぽ、これらのモデルは、保守さ

れないで放置されることが多い。

3．　モデルの体系化

　前述したような個別の問題のためのモデ

ル開発のみならず、最近においては、電力

・エネルギーの長期展望の策定などに代表

される個別モデルを体系化し、総合的な分

析評価を行う形の作業が多くなってきてい

る。これは、社会経済現象がより複雑化し

ていることに伴って、範囲を限定した問題

の分析から、より広い範囲の問題を分析す

る必要性が高まってきている為と言うこと

ができる。

4．利用手法

　表2－1－1からもわかるが、モデル分析に

用いられている手法は計量経済分析を主流

とし、時系列解析、多変量解析などの一般

的な統計解析手法が多い。他にも、投入・

産出法・数理計画法を中心とするオペレー

ションズ・リサーチ（OR）手法もよく用

いられている。

5．　データの整理

　データの整備には、関連する多くのデー

タが必要である。こうしたデータは、モデ

ル構築のために問題個有に必要な形として

収集・加工されることが多く、分析者が個

々に、あるいは関連する分野の小グループ

で、個別に維持管理されているのがほとん

どである。

　しかし、こうした個々のデータも、その

加工前の一次データでみると、かなり同じ

ものが利用されていたりすることが多い、

さらに加工されたデータでも重複利用され

ることも多い。2．でも述べたが、モデル開

発の保守管理が行われることが少ないの

も、利用されるデータの維持・管理に手間

と労力がかかるためであることが多い。と

くに時系列データを扱うモデルについては

このことは決定的である。

6．　分析結果の表現法

　データ解析、モデルによって得られた結

果を表やグラフでどんな形で表現されてい

るかを調査したところ、結果の表現法は非

常に多様ではあるが、表・グラフとも比較

的少数の基本的なパターンに類型化される

ことがわかった。

2十3　システム開発の目標

　前節の現状分析から、必要とされる分析

作業に望まれる要点は次のようにまとめら

れよう。

1．

2．

3．

4．

多様な問題への対応能力

モデルの効率的保守・管理

モデル間の連系化

多様な分析手法の利用

躍研レビューNo．10麟19



表2－1－1土研の既開発モデルー覧（その1）

　モデル名（プログラム名）
11ミ

手 法 データ属性 開発・保守状況 備 考

〔一般経営経済分析〕

電研マクロモデル 計量経済 四半期 毎年改訂 短期経済分析と予測

産業構造モデル 1／0表　計量経済 1／0データ　　　　　　「 開発中 産業構造の分析と中長期展望

国際石油市場モデル 計量経済 年 開発済e82）

?訂?

OPECモデル国際石油市場構造の
ｪ析と中期予測

〔電力需要分析〕

電力需要指標作成プログラム 時系列解析センサス局法

hI、　X－ll

ｩ己回帰モデル

Xペクトル分析ほか

時系列データ 常時保守 定期的指標発行汎用パッケージ

iTlMSAC）の利用図形出力ル
[チンも含む

電灯使用量分布モデル 分布パラメータ推定 論定サンプル

試氈A年

既開発（’76）

?訂?

ガンマ分布推定段別構成比推定

、夏季最大電カモデル 確率モデル 日最大電力と気温 既開発（’76） 順序統計量による最大電力の確率計算

〔電力経済分析〕

電気事業資金モデル 回帰分析 年 既開発（’8D

?訂予定

個別原価配分モデル 個別原価計算 期、断面 既開発（’73）

?　訂C79）

電気料金算定シミュレーション

電気料金比較モデル 購買力平価推計 断面 既開発（’83） 購買力平価による電気料金の国際比較

限界費用算定モデル 最適化計算

iLP）

断面

Z術パラメータ

既開発（’81）

?訂?

最適電源構成モデル

ｷ期・多段モデル

多段料金モデル（電灯） 電灯使用量分布 月、断面 既開発（’77）

?訂?

多段料金算定シミュレーション

地域産業構造モデル 回帰分析

ﾅ適化法（LP）

断面、地域 既開発（’8D

?訂?

9地域8産業多段モデル（長期分析）

電源立地影響モデル 計量経済 年、地域 開発済C82） 電源立地と地元経済社会への影響評価

原子カコスト評価モデル コスト分析 年技術パラメータ 開発済（’82） 核燃料サイクル評価を組み込む予定

発電コスト評価モデル コスト分析 年技術パラメータ 開発済（’82） 新技術の経済性評価

@　　　　　　　　　　　　●

〔エネルギー分析〕

長期エネルギー経済モデル 計量経済 年 開発中 エネルギー特掲の4部門モデル

エネルギー需給最適化モデル 最適化手法（LP） 年 既開発C8D エネルギー需給予測
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表2－1－1電研の既開発モデルー覧（その2）
吾「

@モデル名（プログラム名） 手　　清 デーータ属性 開発・保守状況 備，　　　　　考　　　　　　　　　　　　　；

エネルギー需給

Vミュレーションモデル

積み上げ 年 既開発（’82）

?訂?

エネルギー技術評価

εTA／MACROモデル 回帰分析最適化手法

iNLP）

年 改訂中 開発はスタンフォード大、日本版を

¥築、長期エネルギー需給予測

エネルギー技術評価モデル 多属性効用関数理論 開発済（’82）

?訂?

対話型意思決定

〔経営経済 分析・出力サポート〕
プログラム名 手　　　　　　法 開　発　元 備　　　　　　　　考

トランスログ生産関数

?定プログラム

非線型最小2乗法 当　所 トランスログ型生産関数によるエネルギー代替

ｪ析

時変係数回帰モデル

?定プログラム

Cooley－Prescottモデル推定 当　所 構造方程式の安定性の分析

電灯使用量分布推定プログラム 分布パラメータの最尤推定 当　所 ガンマ分布、対数正規分布パラメータの推定

需要指標図形出力プログラム 一 当　所 需要指標関連プロッタ出力用

時系列解析三面示プログラム 一 当　所 時系列解析における各種図形表示（プロッタ用）

計量モデル解法（SOLVE） ガウスザイデル 当　所 計量モデル（方程式体系）の解法副プログラム

負荷曲線出力プログラム 一 当　所 負荷曲線、持続曲線等出力用

TSP 多変量解析

梃n列解析
TSP社
iUSA）

最も利用頻度高い

STEPS 多変量解析

梃n列解析

和歌山大学

TlMSAC 時系列解析 統計数理研究所

（メーカソフト）
べ

MDS　W 統計解析一般汎用DSS 富士通 対話型
r　」

KEMPF／X 計量経済分析 〃 ほとんど利用せず、計量モデルシミュレーション

SlECOM ガウスザイデル法 〃

TlMS 時系列解析 〃

TAFT 時系列解析 〃

MUしVA／X 多変量解析 〃

SDA 調査データ解析 〃

MPS／X 数理計画法 〃 入力サポート機能が弱い

NLPS 非線型計画法 〃

GPSS／X 離散型シミュレーション 〃

SLCS　W 連続型シミュレーション 〃

電研レビューNo．10021



5．　データの効率的整備・管理

　以上の要点は、経営経済分析に対する柔

軟性・効率性への要求が高まっていること

を反映している。

　そこで我々は、システム開発の目的を次

のように定めた。

1．柔軟な経営経済分析のサポート

1．　データベースの整備

　分散・個別所有的なデータをできるだけ

共有・共用化するとともに分析に必要な清

報をできるだけ網羅したデータベースの充

実をはかる。

2．分析システムの充実

　多様な問題に対応し、分析者の慣み易い

表記法に準拠した親しみ易いモデリング、

「What－lf」、「Goa1－Seeki轟g」などの豊富

なシミュレーシ。ン機能などを備えたシス

テムとする。また既開発モデルが有効利用

でき、それらの間の連系サポートが柔軟に

対応できるようにする。

3．　レポーティング機能の充実

　分析結果をわかり易い、きれいな形で表

現できる豊富な図表化機能を実現する。

4．　日本語処理の活用

　英数字のみによる表示、魔力ではなく、

できるだけわかり易い日本語を用いる。

5．　対話型処理の利用

　モデル開発作業そのものの効率化、出力

表示の作成作業などの効率化をはかるため

TSSをベースとした即時処理を活用す

る。

H．データベース管理体制の確立

　データベースや分析システムは常に拡充
　　　　　　　　　　　珍
・整備しておくことが望ましい、そのため

組織的にシステム管理およびデータベース

管理とを独立的に行えるようにするととも

22

に、利用者からの要求をフィードバックさ

せるような体制を確立させ、常に成長して

いくシステムとする。

皿．意思決定支援システムへの指向

　経営経済分析は、まさに経営の意思決定

のための情報を提供するためのものであ

る。現状でのサポートシステムは経営層を

直接支援するものではなく、その周囲のス

タッフ層を助けるものである。今後は、経

営にも直接に役立ちうるいわゆる経営意思

決定支援システム（MDSS）となりうるも

のにしていくことも大きな目標の1つであ

る。

2－1－4　システム構成の概要

　前節で述べたシステム開発の目標を実現

するものとして図2＋1に示すような構成

のシステムを開発した。

　システムを構成する主な要素の特訓は次

の通り。

1．　データベース

　本システムのデータベースの特微は、多

くの分析に共通するデータを格納する共用

データベースと、分析者が個人またはグル

ープ単位に特定の分析用データを格納する

作業用データベースとに区分されているこ

とである。

　一般にデータベース化にあたっては、デ

ータを一元管理し共用することによる保全

性、安全性の向上と、使いたいデータが自

由に、簡易に操作できるという相反する性

格をもった面をいかに調和させるかという

問題がある。

　すなわちデータ管理者は前者を重視し、

分析老の要求は後老にあるという点であ

る。

　そこで、本システムでは、こうした性格

の異なる2つのデータベースを明確に区分

し、両者の両立をはかっている。

　共用データベースには、現在のところ国

民経済統計データおよび各種電力需要デー

タが収納されている。経済統計データは、

流通している日経NEEDSデータファイ

ル（月次更新）を購入し、共同データベー

ス化し、データの維持の磁力化をはかって

いる。

　データベースの各データの属性について

は検索あるいは図表化の際の標題作成など

に効果的に利用できるようになっている。

たとえば、データについては検索、抽出ル

ーチンを周いて系列コード番号あるいは系

列名称を用いて効率よく検索できる。

2．　ファイル変換システム

　共用データベースから、データ検索・抽

出ルーチンを利用して、共用データから分

析システム、あるいは利用者個有の分析プ

ログラムのための、ファイル（作業用デー

タベース）を作成するものである。

　こうしたファイル変換機能の導入には、

既開発の分析モデルを本システムの一部と

して容易にとり込むことができるという大

きな効果がある。

3．分析システム

　本システムの分析機能はデータベースを

利用する応用プログラムの形で実現され

る。最も利用度の高い、圓帰分析、時系列

解析、連立モデルによるシミュレーション

などは、システムの標準的な分析機能とし

て用意した。

　この標準機能は、当所で既に広く利用

されていた汎周の時系列分析プログラムT

SP（Time　Series　Processor）を中核と

し、TSPで実用的に不十分なシミュレー



ション機能や専用データベースの編集機能

や専用データベースの編集機能（データバ

ンクエディタ）などを改良、追加しシステ

ム全体としての機能の充実をはかった。

4．補助機能

　本システムの主たる機能であるデータベ

ース機能と分析機能をたすける目的で、い

くつかの補助機能が用意されている。これ

ら補助機能には、分析作業を収援するもの

と、システム自体の管理運用を支援するも

のとがある。

　分析作業用の補助機能としては、データ

図2－1－1経営経済データベース・分析システムの概要

外部機関の情報・データ
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大量データ入力

　マクロ経済データ

　需要データなど

　　　　　　　　　　　　　1

　　　　　　　　　　　　　l

　　　　　　　　　　　　　l

　　　　　　　　　　　　　l

　　　　　　　　　　　，ぐ＿Lレ

　　　　　　　　　　　　　I

　　　　　　　　　　　　　I

　　　　　　　　　　　　　l

l亨一タベ＝ス管理端末》　　l

　　　　　　　　　　　　　I
　　　　　　　　　　　　　l

　　　　　　　　　　　　　l

　　　　　　　　　　　　　l

　　　　　　　　　　　　　I

　　　　　　　　　　　　　1

　　　　　　　　　　　　　l

　　　　　　　　　　　　　l

　　　　　　　　　　　　　l

　　　　　　　　　　　　　l

　　　　　　　　　　　　　l

　　　　　　　　　　　　　l

　　　　　　　　　　　　　l
　　　　　　　　　　　　　l

L＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
1

　ヂ

馬
事亥

ム

共　　　　用

データベース

　経営経済

　基本情報

ファイル変換

ヨL一一一

」→外部データ

ベース

外部アプリ1

ケーション

L＿＿＿＿2唖ゼ■璽哩＿＿＿
　　　システムの基本部分

分　析　用

データベース

　　と

分析モデル

舎

用語辞書

1出…本語・欧文辞書

園蓑化・分析システム
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容易かつ豊富な分析、モデリング

およびシミュレーション
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　　　　　　経済予測に関しては、

モデル見直しから予測結果を得るまでの

　　作業量を約1／3に削減できた。

の編集加工、作表、グラフ化などである。

とくに結果の図表化作業については、本シ

ステムが存在する大型コンピュータシステ

ムに用意されているプログラムの利用のみ

ならず、端末として連系されているパソコ

ンを活用し、対話的に自由なレイアウトで

図表化することもできるようにした。ま

た、パソコン上でも、小規模な分析プログ

ラムを動かすことができ、機動性をもたせ

ている。

　一方、システム運用のための補助機能と

しては、データベースの初期化、保存、復

元のユーティリティ、データの利用状況や

更新頻度などの管理情報収集機能がある。

その他、結果の図表化に際し、標題、凡例

などに日本語表示を可能にしたり、またデ

ータベース中の系列前表などを参照すると

きにも日本語で出力できるようにするため

の用語（日本語・欧文）辞書も補助機能に

含められる。

2－1－5　利用効果

　当システムは完成して間もないが、開発

にあたっては、開発の中途段階から一部を

利用者に公開し、利用者の要求を明らかに

し、かつシステムの詳細を設計していくと

いう、いわゆるプロトタイピングと呼ばれ

るアプローチをとってきたため、利用効果

の高いシステムとなったといえる。具体的

にあがった主な利用効果は以下の通りであ

る。

1．データ編集

　従来、作業用データベース（データバン

ク）へのデータの新規投入やデータ編集

は、分析プログラム（TSP）のプログラ

ムを書いて行われており、時系列を単なる

ベクトルとして扱うため、編集対象期の指

定が煩雑であった。

　このため少量のデータ修正でもかなりの

作業量（数分）であったものが、本システ

ムでは数十秒で修正可能となった。

　また、従来はバッチでプログラムが実行

されていたため、コンピュータの稼動状況

によっては1時間程度待たされることがあっ

たが、本システムはTSSでの利用として

いるため数分での処理が可能となった。ま

た編集結果を紙で出力しないで即座にCR

Tに出力し確認できるため、誤りや手間が

大巾に軽減された。

2．　シミュレーション作業

　従来、分析者が推定した方程式体系と

して表わされる計量経済モデルを用いて

政策・予測シミュレーションを行ったと

き、モデルの各方程式の推定結果を手で

FORTRANプログラムに変換していた。

すなわち、誤りのチェックの煩雑さやモデ

ルの変更に対する柔軟性が少ないため、シ

ミュレーション作業には相当な労働力を要

していた。

　これに対し本システムでは、これらの手

作業が不要となったため、モデルの変更に

際しこれまで数時間を要した作業がほぼ1

時間程度で済むようになった。さらに当所

の大規模な経済モデルを用いた短期経済予

測に関しては、そのモデル見直し（作成）

から予測結果を得るまで従来3人月の作業

量が1人月と約1／3に削減することがで

きた。

　こうした作業量の削減分は、より詳しい

精度の高い情報をえるためのシミュレーシ

ョンの試行回路の増加や、本質的なモデル

改良のデータ分析に利用されている。

3．グラフ作成

　従来、結果や図表はラインプリンタや、

自ら専用のプログラムを書いてプロッタな

どに出力していたため、相当な作業量を要

していた。本システムでは、分析作業の結

果あるいは原系列などのデータファイルを

端末（パソコン）に送信し、端末測のグラ

フ処理機能を用いて対話的にグラフや表を

自由な形式で作成できるようにした。

　これにより図表作成の作業量も大巾に軽

減できるとともに、カラープリントなど効

果的な図表作成も可能となった（利用例を

図2－1－2に示す）。

2三一6　今後の課題

　今回、開発したシステムは第1版として

短期経済予測、需要分析を主な対策とした

が、今後は経営指標、料金分析など経営分

析も含めて電力経営データの確立をはか

る。

　そのためには、時系列データのみならず

断面データにも対応できるよう、データベ

ースを拡充するとともに、当所で既開発の

分析モデルを本システムに組み込んでいく

必要がある。また情報通信ネットワークに

より、種々のコンピュータや周辺機器を結

合したシステム上で利用する形態に拡充す

る必要もある。

　また、以上の拡充とともに利用者インタ

フェースのより一層の高度化をはかり、経

営層の意思決定を支援する意思決定支援シ

ステムへと成長させていくことも重要な課

題である。　　　　　　　　　　　　●
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図2－1－2　端末（パソコン）によるグラフ作成機能の利用例

①まず、メンバーリストを呼び出し、

↓

②該当するデータを確認、訂正し、

↓

③グラフ化する。

④夏季の日量と気温との相関をグラフ化した1例

③経済統計データファイル（日経NEEDS）を利用する

　手続きの画面表示
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2を ﾁ気怠業⑳漕アイス⑭究一ト》《一シ圏ン

2－2－1　はじめに

　画一性が強かったこれまでの事務機械化

に対する反省と、マイクロコンピュータや

ワードプロセッサなどの技術革新に支えら

れた低廉な情報処理機器の出現とを背景と

して、事務業務の効率化をめざすオフィス

・オートメーション（以下、OAと記す）

の動きが急速に高まってきた。臼本におい

ては特に、日本語文書処理や各部署での伝

票処理などの電子化がもたらすインパクト

が大きく、これによって、事務手続きや組

織の簡素化、機械化構想が拡大、さらには

活性化運動などの小集団活動との結びつき

など、さまざまな展開が図られている。

　電力各社はすでに30年に及ぶ事務機械化

により、種々の業務にわたる情報システム

を構築し活用してきたが、近年のOA化気

運の高まりに伴い、これをいかに取りこ

み、これまでの事務機械化の考え方といか

に調和させ、今後の電気事業情報システム

の高度化に役立てるかが重要な課題となっ

てきた。

　そこで1981年5月、この課題に関心を抱

く各社が集って「電気事業OA研究会」を

作り、OA化の現状と将来、ならびにその

電気事業情報システムとの関わり等につ

き、調査と検討を開始した。同研究会は2

力年間を予定し、本委員会のもとにいくつ

かのヅLキング・グループ（WG）を適宜

作って精力的に検討を進めた。すなわち、

まず数ヵ月の第1次調査によって、わが国

OAの現況と今後の電気事業OA化の基本

的スタンスとを明らかにした。さらに、こ

の中間的結論に基づく詳細の調査として、

OAを先進的に推進している幾多の企業を

訪問し、OA化の背景や実情などをつぶさ

に調べたり、主要なコンピュータ・メーカ

ーの将来技術を調査して技術進歩の動向を

捉えたり、あるいは電力会社の一事業所を

モデルとしてOA化の実験を試みるなどを

行った。

　同研究会は、上記の多面的な活動によっ

て種々の有益な成果を生み出したぽかりで

なく、わずか数ヵ月で予測が裏切られるほ

どの技術変化の激しい中で、電力各社がO

A化に取り組むうえでの大きな支柱となっ

たことも見逃すことはできない。以下にそ

の主要な成果について述べる。

2－2－2　0Aの果たす役割

1．OA化の必要性

　電気事業は、給電の自動化、発電所、変

電所の自動制御など生産・流通部門の自動

化を達成するとともに、事務機械化につい

ても、個別業務の機械化、総合機械化、オ

ンライン化などと言葉を替えつつも、一貫

して主に本社や中央センターに設置した汎

用コンピュータを活用して、数値情報を中

心とした事務業務の機械化を進めてきた。

その結果、業務量の大幅な拡大にもかかわ

らず、従業員は減りこそすれ増大すること

なく、多くの経営刷新を可能にしてきた。

　とくに、最近においては原子力発電、立

地環境、燃料調達、新省エネルギー技術開

発、新需要開拓など経営活動に処理すべき

情報量は飛躍的に増加してきている。また

低成長経済の状況の中、しかも変動する不

確実な社会環境のもとにあっては、他企業

と同様、電気事業も経営の効率化の一環と

してオフィス作業の一層の効率化も求めら

れている。

　一方、オフィスワークの労働生産性向上

を目的としたOAの考え方は、特にLSI

に代表されるエレクトロニクス技術の発展

に支えられてマイクロコンピュータ、オフ

ィスコンピュータ、パーソナルコンピュー

タ、さらには手軽に文章を作成するワード

プロセッサなどの出現と相まって普及して

きた。

　また、コンピュータ間の情報伝送技術の

飛躍的発展は従来のデジタル情報のみなら

ず、映像や音声などのアナログ情報も含ん

で、あるゆる情報機器間での効率的な情報

伝送の道をひらきつつある。

　さらに、従来せいぜい片仮名までの処理

にとどまっていた日本語処理が、ワードプ

ロセッサに代表されるように、漢字を含む

までに高められ、情報処理技術が臼本の経

営風土に深く根をおろす基盤が生まれたと

いえよう。

　このように電気事業のニーズと機を一に

してOA技術が顕在化してきているところ

に、昨今の電気事業のOA化の道がある。

　OA技術が経営に定着するまでには、ま

だまだ開発されなければならない技術も多

く、制度的にも改善されなければならない

ものも多いが、OA技術は、いままでに機

械化しきれなかった数多くの事務業務まで

を電子化し、効率化しうる大きな可能性を

秘めている。またOAは、その適切な活用
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と従来の事務機械化と相まって、この飛躍

的に拡大する情報を効率よく処理する道を

開き、2000年へ向けて激動する多難な電気

事業経営を効果的に支援する手段を提供す

るものとして期待される。

II．　OAの役割

　電気事業のOAは、従来から推進を図っ

てきた汎用コンピュータを中心とする総合

業務機械化の流れの中で、最近の技術革新

すなわちOA技術などの成果をとり入れて

総合的な経営の効率化を図るもので、その

主要な役割は次のように集約できる。

　1．　オフィスの生産性向上

　　一般に電気事業の生産活動は高度にシス

　テム化され、極めて高い生産性をあげるよ

　うになったが、オフィス業務は、その生産

　性向上が低位にとどまっているといえる。

　これは事務における生産物が情報であり、

　非定型的形態をとる度合が生産・流通面に

　比べて高く、機械化が難しかったことによ

　っている。

　　OAはこの困難を打破するため、既に機

　械化されている数値情報はもとより、文

　章、図形、映像など各種の情報を、その発

　生から処理、保管、廃棄に至る全ての過程

　を電子機器によって支援すること　　いわ

　ゆるペーパレス・オフィス　　をねらった

　ものであり、さらにより人間向きの表示や

　操作を通じて事務の質的向上を図り、オフ

’イス全体の労働生産性向上が達成される。

2．　知的生産性の向上

　OAは、管理や計画などの知的活動に対

して、必要な情報を提供することはもとよ

り、労働生産性の向上で生み出される時間

は、社員自らが情報を高度に加工分析し、

判断する機会を増やし、知的生産性を向上

させようとするものである。

3．　的確な経営判断への支援

　OAは、電気事業をとりまく環境を、様

様な視点からとられた、多種多様で大量な

情報を有機的に連係処理することによっ

て、電気事業経営の各階層における意思

決定に役立てようとするものである。これ

は、60年代における数値情報中心のいわゆ

るMIS（経営情報システム）から文章、

図形などの非数値情報までも包含した新し

いMISいいかえればDSS（意思決定支

援システム）を指向するものである。

4．　組織の活性化

　広く普及していく各種OA機器は、全て

の社員自らがこれを操作し、全社的な情報

を即時に入手し、自己の責任分担業務に必

要な情報を、自らの独創を加え処理するこ

とを可能にする。これによって社員の意識

改革と組織の活性化の手段となりうるもの

である。

2－2－3　わが国OA事例の現状

1．OA化の捉え方

　OAに関する概念は、オフィスワークの

生産性向上を潤指して生まれたものである

が、明確な定義については未だ一般的とな

っているものはないといえよう。

　OA研究会の行った実現調査や文献その

他でのOA事例の内容をみると、　OA化の

把え方として次のようたまとめることがで

きる。

1．　従来からのコンピュータによるシステ

　　ム化（機械化）そのもの

2．　OA機器を単独あるいは接続連係して

　　利用するもの

3．　業務改善運動の一環としてシステム化

　　をはかるもの

　OA事例の実態としては2．のケース、す

なわち、いわゆるOA機器（パソコン、オ

フコン、ワープロなど）をスタンドアロン

として個別業務に利用した事例が最も多

い。いいかえると、現状のOA化は、業務

レベルのものが多く、実施昌的をコンパク

トに限定したものが多い。

　これは、現在のOA機器はまだ単機能の

ものが多いこと、さらに、OAに対する効

果の評価やその測定法が確立されていない

などの理由から、目立った効果のあるとこ

ろがら導入が進んでいると考えられる。

　また、従来から大型コンピュータを中心

としてシステム化を進めてきた大企業にお

いては、これまでのシステム化、機械化の

拡充を主体とし、少量、非定型の業務ある

いは文書図面作成など、現在の大型ホスト

コンピュータになじまない業務について、

OA機器を単体として取り入れていくとい

うものがほとんどである。

　しかし、一部には技術革新を見越した先

行投資を行い、テレビ会議やローカルエリ

アネットワーク（LAN）など、積極的に

OA技術の先取りを進めているところもあ

る。

　OA事例についてまとめたものを表2－2－1

に示す。

　OAを推進する企業には、トップの指示

のもとにその推進活動としてボトムアップ

方式による業務改善・合理化運動の一環と

して展開しているところも多い。こうした

運動や活動については「事務クリーン運

動」、「事：務効率化運動」、「LOP（Less

Paper　Offiu）運動」などといったキャッ

チフレーズやテーマを設けて全社大または
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モデル事業所ごとに実施している場合が多

い。

　以上、一般的な実施事例を概観したが、

OA化の実態を一言でいえば、「従来から

のコンピュータによるシステム化を進めつ

つ、OA機器との結合や統合化などが図ら

れており、理論より実践が先行している」

ということができる。

H．OA推進体制

　OA化を進める体制は、それぞれ各企業

のもつ歴史的な背景や、システム化の経緯

などによって異なるが、OAの主目的がオ

フィスの生産性向上にあるため、その実施

体制の確立がこの成功の大きな要因である

ことは言うまでもない。

　以下にOA実施事例においてとられた推

進体制のうち、特徴的なものを示そう。

表2－2－10A機器を利用したOA事例

パ 夕　　一　　ン 事　　　　　　　　　　　　　　　　例 使用するOA機器

大動

。事例多数。ほとんどの企業が、試験的導入や、社内の合理化運

ｮの手段として利用

。パソコン

Bオフコン
ス業テ務ムレ

OA機器の単体利用
。約4，000台（2．5人に1台）のオンライン端末のほかに130台の

pソコン導入（N証券）

　　　　oBワードプロセッサ

Bファクシミリ
のべ
祉 。50人の本社内にパソコン17台、その他機器lI台を導入（0製作 。大型機端末
ちO騨・一A

所）

ぼ
華i

特定業務を対象とした 。利用範囲を限定して、安価で簡便なパソコン・ネットワークを
務

パソコンネットワーク 形成（N銀行）

大型

オンライン端末の

。銀行窓口第一線業務完結処理の手段として、各銀行ともオンラ

Cン端末システムを飛躍的に強化拡充

。漢字ディスプレイ

Bグラフィックディスプレイ
機シ

多機能化 。分散処理機能強化による窓口第一線業務完結処理（D銀行） 。パソコン／オフコン

蚕1 。無人化店舗・バス店舗等の設置（D銀行、F銀行） 。大型機端末

の企レ業

。銀行のオンラインシステムと取引先のファクシミリを直接結合

ベレ

泣x 大型機ホストへの
し、振込内容の連絡や照合を行う（F銀行）

アル 。パソコンを音響カプラを介して大型機に接続しTSS端末とし
ツ0
vA

OA機器の接続
て利用、さらにファイル転送でデータを受け取ったあと接続を

墓1 切り離し、ローカル処理（K石鹸、N鉄工）

の
発展型

グローバル／ローカル
・オフィスワーク全体の効率化をめざし、グローバル／ローカル

lットワーク、多機能端末（ワークステーション）の形成（M
ネットの形成（計画）

物産、K製鉄）

。テレビ会議（S製鉄）、デシジョンルーム（M生命、1商事） 。テレビ電話
新た

会議、情報伝達 。電子メール（0製作所） 。書画カメラ

な 。大型ディスプレイ
分

。OHP野への展開

文　書@　　｝の作成管理図　面

。文書情報の保管検索はマイクロフィルム保管、インデックス検

�ｪ大半。電子ファイルは特定分野や小規模な試行

B設計図面（CAD／CAM）は建設業・メーカーで多く見られ

。マイクロフィルム装置

B光ディスク

Bデジタイザー

るが大量な設備・図面地図の例は少ない 。大型機端末
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1．従来のシステム化とその拡充体制

　とくに、大企業においては、OA化は従

来のシステム、機械化の拡充にその中心を

おき、現状において大型ホストになじまな

い業務について、OA機器を単体として取

り入れていくというアプローチをとるとこ

ろが多い。さらに導入にあたってはモデル

セクションを選定し、そこでの評価をふま

え全社拡大をはかるという段階的な展開を

進めていくやり方が一般的である。

2．　トップダウンアプローチ

　推進はトップダウンによるものに成功例

が多いようであるが、いかに全社員の参加

意識をもりたてるかが鍵である。たとえぽ

提案はトップダウン、推進はボトムアップ

というアプローチである。

3．　部門間協調

　OAを主管する部門が、たとえぽ総務や

企画部門など、従来のシステム部門と異な

る場合においては、これらの部門とシステ

ム部門間の協調体制は、推進を効率的に進

めるうえでとくに重要である。OA化に際

し、システム部門はOAの問題点や特質を

十分考慮のうえ、システム化の立場からそ

の推進の中核となる必要があろう。

巽

　お隔
つ一c噛

／

4．　イベントによる推進

　OA推進には、実施の意識を高めるた

め、企業として何か大きなイベント（本社

移転、○○周年など）にのって実施のきっ

かけをつくるケースも多い。

5．　意識改革の推進

　社員のOA機i器に対する意識改革もOA

化を実施するうえで非常に重要である。

2－2－4　0A技術の動向

1．最近のOA技術の特徴

　OA化技術は、さまざまな可能性を含み

つつ多面的な発展を続けているが、全般的

に次のような傾向がみられる。

1．機器のインテリジェント化

　1、SIの高性能化、低価格化によって機

器単独として処理機能が高度化している。

2．機能の複合化

　機i器のインテリジェント化とともに、複

数種の機器の機能が1台に包含され、いわ

ゆる1台何役型の機器の出現である。

3．　処理情報の多様化

　従来の英数字に加え、日本語や図形の処

理はいうに及ばず、さらには画像（イメー

ジ）の処理も可能となっている。音声の活

用は未だ十分ではないが、ここ数年の問題

であろう。

4．　ネットワーク化

　OA機器間の情報連系を実現する事業所

内の通信回線としてローカルエリアネット

ワーク（LAN）が注目されはじめている

が、現在、種々の回線方式が存在し、電話

やFAXなどを含めて統合化されるまでに

は致っていない。

　以上、現時点でみた技術の特微は、さら

に全体としてみると、技術の高度化に伴う

情報機能の多様化を繰り返しつつ統合的な

システムの実現へと向っているとみること

ができよう。一方、ユーザとしても、統合

的な情報システムの形成をめざしており、

今後のOA化の重点はますます統合化の色

合を強めていくものと考えられる。

且．OA機器とOAシステム

　OA技術の現状をみる1つの視点とし

て、今日の主要なOA機器とOAシステム

をまとめると表2－2－2に示す通りである。

皿．OA支援技術

　OA機i器やOAシステムを構築し、さら

に企業内のシステムとして運用していくう

えにおいて、それを支援する周辺あるいは

基盤的技術が必要であるが、その代表的な

ものとしては、ネットワーク技術、ソフト

ウェア技術をあげることができる。

1．　ネットワーク技術

　OAは基本的に、ローカル処理、分散処

理であり、それらを連凄して情報交換をい

かに効果的に行えるようにするかが、今後

の重要な課題である。

　このため種々のネットワーク技術が開発

されつつあり、とくに事業所内の機器連系

のための企業内情報通信網LANが注目さ

れている。ただしLANには通信媒体、伝

送方式、アクセス制御方式、伝送制御式、

伝送速度などの違いによって種々の形態が

あり、それぞれの性能やシステム構築上の

条件などが異なっている。さらにこれらデ

ータ通信ネットワークと構内電話回線とを

接続または統合化することによって、電話

のインテリジェント化、データ通信のため

の交換機利用、外部回線との接続の容易化
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　　　　　　　　　　　　今後の考慮すべき問題の一つは、

lNSや衛星通信などの利用と、自社用の回線充実との兼合いである。

など、相互にメリヅトが生れる。ただし、

このためには現在のアナログの電話回線を

デジタル化し、交換器を電子化することが

必要である。

　今後のネットワーク構築に関してユーザ

として考慮すべき問題の一つは、最近のニ

ューメディア革新に伴う電々公社INSや

衛星通信などの利用と、自社用の回線充実

との兼合いをどのように見定めるかという

点である。これは、情報処理が従来の事務

機械化やオフィス内だけのOAのみにとど

まらず、全社的な視点での情報化体系のマ

スタープラン作りが必要となっていること

を意味するものであり、発送変配電の諸設

備運用面および事務業務面での情報化ニー

ズをともに考慮しつつ、通信システムの構

築に対する考え方を定めることが重要であ

る。

2．　ソフトウェア技術

　各種OA機器を活用し、効果的な情報シ

ステムを実現するためには、高度なソフト

ウェアの開発、活用が不可欠となる。ユー

表2－2－2主要なOA機器とシステムー覧

最も普及しているOA機器であり、どこも高い稼動率をあげている。入力はカナ漢字変換が主流

日本語ワードプロセッサ であるが、タブレット方式や連想方式などもある。印字は24ドット以上の明朝体が一般化した。

個人用や携帯用の低価格機から計算やグラフィックスを含む高級機まである

O
パーソナルコンピュータ

ビジネスOA機器としては、16ビットCPUが中心となりつつある。　PLAN／CALC系の簡
ﾕソフト利用が大きな比重を占めている。今後、ソフトの充実と併せて、高度な計算のためにホ

A
ストコンピュータとの接続やパソコンネットワークの形成が進むと考えられる

特定業務処理マシンとして従来より活用されてきた。全社的なネットワーク化の動きの中で従来
機 オフィスコンピュータ のアーキテクチャでは接続上の問題が多く、多数のワークステーションを統括しホストと連係す

る中継マシンとして新しいタイプのものに生まれかわりつつある

器

オンライン端末、ワードプロセッサ、パーソナルコンピュータなどの機能を含んだ端末であり、

多　機　能　端　末 今後のワークステーションとして期待されている。担当者用のワークステーションとしては、コ

ンパクト化と低廉化が特に望まれる

情報圧縮技術による伝送性能の向上や同報伝送や蓄積伝送など機能の多様化が著しい。機器や運
フ　ァ　ク　シ　ミ　リ

用コストの経済性も高く、ファクシミリ・ネットワークや画像情報のための入出力にも使われる

文書図面システム
i電子フ　ァイル）

文書・図面を紙ファイルからエレクトロニクスに変える電子化されたキャビネットである。記録

ﾍ、磁気ディスクや光ディスクが使われるが、後者を利用する例がふえている。運用面では索引

Vステムの良否が性能や利便性を決定する

0
電　　子　　メ　　一　　ル

文書保管のOAが電子ファイルとすれば、電子メールは文書伝達のOAである。電話のように相
閧�S束せず随時伝達ができ、会議通知などは同一文書を多数の人に伝達できる。このシステム

A
は、LANや各人ごとのワークステーションを必要とするため、まだ環境が整っていない

伝票の起票時点からディスプレイ入力に置きかえ、回付、決裁を経て経理システムまでつなげた

シ 電子伝票システム もの。電子メールと同様、LANや多数のワークステーションを必要とするが、さらに決裁手続

の変更など業務処理面の変更・改善も必要である

ス

会議の効率化のために、視聴覚機器と情報処理機器を効果的に活用するものである。会議の性格

デ 電子会議システム によって、遠方の事業所間の連係を中心とし．た遠隔会議、経営者向けのデシジョンルームなどが

?る

ム

秘　書　シ　ス　テ　ム
役員などが必要とする情報をいつでも提供できるよう個人別の情報管理を行うシステムで、スケ

Wュール管理、個人記録管理、資料作成、情報案内などの機能をもつ

経営戦略の意思決定を支援する情報の提供を狙いとするもので、社内情報、社外情報のデータベ
意思決定支援システム 一スの充実、情報の的確な選択・提供、政策シミュレーションなどが重要となる
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ザの多種多様な要求の実現にはさまざまの

ソフトウェアが必要であり、ソフトウェア

技術の進歩が与えるインパクトはきわあて

多様かつ大きい。ここでは、そのうち特に

重要とみられるシステム開発支援とインタ

ーフェースの高度化について述べる。

（1）システム開発支援

　情報処理システムの高度化につれて、そ

の開発と保守に要するコストは増加の一途

であり、システムコストの大半を占めるソ

フトウェアコストの低減を目指し、ソフト

ウェアの開発、保守を支援するさまざまの

技術が開発されている。その中で、現状の

主要な方向は次の通りである。

　（のラピッド・プロトタイピング

　これは、開発の過程でパイロットシステ

ムをできるだけ早く動かし、その利用を通

じてユーザのニーズを的確に引き出すとと

もに、開発者とユーザとのコミュニケーシ

ョンギャップを埋め、重要度の高い部分の

開発重点化によって、システムの早期利用

を可能にしょうとする方法である。

　（iの開発支援ツール

　開発の各段階（要求仕様分析、システム

設計、プログラミングなど）に応じてツー

ルの性格も多様であるが、この中には、い

わゆる生産工程におけるジグに相当するも

のであったり、よく利用される機能の規格

化を図り、プレハブ建築に似た方法でソフ

トウェアの開発を進めようとするものも含

まれる。

　（1の開発環境システム

　開発支援ツールをうまく組み合せ、有機

的な連係ができるように開発環境をシステ

ム化しようとするもので、実験的なものが

開発されつつある。これは、情報システム

部門のOA化といえるものである。

（2）インタフェースの高度化

　情報システムは、各機能をもった要素が

相互に情報交換をしながら全体としての整

合性のとれた働きをするものであり、シス

テムの高度化を必要とする。この高度化に

は、まず機能間、機器間のインタフェース

統一問題がある。これは、ソフトウェア、

データベース、ハードウェア、通信システ

ムなどシステム構成要素間の接続条件をど

のようにすべきかという標準化の問題を帰

着されよう。

　ついでインタフェース高度化の第2の視

点は、システムと人間の間の問題である。

とくに、OAによって、情報処理が専門家

だけのものから、誰にでも使えるものへと

変貌を遂げつつある中で、操作を間違えて

も壊れず、操作も容易かつ親切で融通の効

くシステムが求められている。こうした要

請に対する方法の一つとして、操作方法を

できるだけ簡略化し、ディスプレーに表示

された表の中に数字や文字を埋め込むだけ

で集計や分類ができるなどの簡易方式があ

る。しかし、こうした簡易方式も処理や要

求の高度化には限界がある。

　こうしたユーザインタフェースの高度化

に正面から取り組む一つのアプローチは知

識処理を応用する方法である。これは人間

の高度な知識をコンピュータに移植するこ

とで、利用者や作動環境にあったシステム

とし、コンピュータシステムと人間との協

調を図れるようにすることを目指すもので

ある。

2－2－5　電気事業OAの現状

1．事務機械化の推移とOAの現状

　わが国電気事業の事務機化は、1950年代

初めに電気料金の調定業務へのパンチカー

ドシステムの導入に始まり、今日まで30年

という歴史を経て、定型的な事務業務の一

応の機械化を達成してきた。

　この30年の歴史は大きく3つの段階に分

けられる。

　第1段階は、事務機械化の揺らん期であ

り、料金調定業務を中心に、給与、株式、

資材等の分野にもパンチカードシステムを

利用した機械化が進められた。

　1960年代の第2段階は、事務部門の各部

門の業務にも広く機械化が展開されてい

き、各業務ごとに収集されるデータを統合

的に活用する統合事務機械化を指向した時

代である。この時期には第3世代のコンピ

ュー ^の出現により飛躍的な情報処理能力

が高まった背景がある。また経営情報シス

テム（MIS）という言葉が広まり総合機

械化の推進に大きなインパクトを与えた、

一方この時代までの情報処理の形態は、依

然として社での集中入出力、集中処理が行

なわれていた。

　1970年代の第3段階に入ると、本店のコ

ンピュータによる集中処理は従来通りであ

るが、営業所など現場での営業・配電関係

の業務の即時処理を目指したオンラインシ

ステムが導入され、入出力の分数化が進め

られるようになった。

　これに続くのが、今日の1980年代の事務

機械化であり、OA機器の登場、通信技術

の活用が、この第4段階としてのOA指向

時代を切り開こうとしている。

　現在、電力各社はいずれもOA化のマス

タープランを取りまとめ、OA機器の現場

での活用を模索しながら展開をはかろうと

している段階であるが、OA化の現状を、

OAの推進体制とOA機器導入状況などか

ら概観すると次の通りである。
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表2－2－3　0Aの推進体制および検討内容
つ

主として推進する部門　蔦一　一　

，一．
C　一三巴ニ器‘“’ 　　　　　　　　　　　　　　1　＿　　　　「　　　　脚D．9一　　、・写，二． 、．、　　　　　竃・’．”　　　　．，

擢

。総合事務　　　主 査　副社長　　　　次長、課長 。総合事務効率化構想

北海道 経営管理室

総務部

﨣�Vステ

?部

効率化委員会　副主査
@　総合部会　委亡　　各部会（59．4設置）幹

　　常務取締役　　　　　課長代理

�@各室部長　　　　　　各1名
@　（2室長6部門）　　通信課長
磨@経営管理室

。技術調査など

情報システム部次長

東　北 情　　　報

社　長　室

驕@画　室
香@務　部

o 総合事務機械化専門（委） （委員長）常務o（副委員長）情報システム室長委　員　　全室部長 。事務処理の調査、分析と改善

緖ｮの選別
B事務効率化計画の立案、策定

システム室
技　術　部

H　務　部
．讐鞭1置生報システム室一＝繍率イヒ推盤 ならびに部門間調整

BOAシステムの研究、開発、普及

o 総合機械化特別部会 （主　査）副社長 。OAを含む総合機械化計画な

東　京
情　　　報

Vステム部
総　務　部

（57．7設置） （副主査）常　務

i委　員）5部長、6副部長、2店所長

らぴに推進

（事務局）情報システム部

・情報処理（委） 。専門部会検討事項

一機械化計画専門部会 ①当面のOA機器導入のガイ
企　画　部 一オープン計算専門部会 ドライン

情　　　報 （主　査）情報システム部長 ②OA化のイメージをつかむ中　部 総　務　部
システム部 電子通信部 オフィスオートメ （副主査）企画・総務・電子通信 ためのモデル設計の実施

一ション専門部会 情報システム各次長 ③今後のOAの進め方につい
（委　員）関係20部次長・課長 て方向づけ

o 第二次総合機械化部会 。今後のOA推進について

北　陸
企画室情報

Vステム開

ヒ　　機械化推進WG
@　・AWG……・…・・（主査）高潔テム開発センター

。TSSパソコン導入計画

発センター （委員）各部室課長

・コンピュータリゼーション推進体制 。マスタープランの策定

。総合情報システム推進（委）一プロジェクトチーム 。近年度計画の策定

関　西
情　　　報

Vステム部

委員長……副社長o委　員……ll名幹　事……3　名 （主　査）

｡轡一｛1婁lll
（58年3月完了）

中　国 総合機械化 （各　部）

o 0 A繍（委） o灘欝欝1喪所長 ・OA推進に関する主要事項

BOA化推進計画
BOA化に関する調査研究

センター 。職制新設 総合機械化センター一〇A推進担当 。OA化に関する啓蒙・教育・
（58．2設置） （特定プロジェクト） 支援

。各郎門、事業所（支店、営業所、電配所、発電所など）で 。システム化、OA化推進方向

四　国
情　　　報

Vステム部
各部事業所

OA推進者を決める
B情報システム部と0 A推進者相互の協力のもとに今後の方

の明確化

B当面のOA機器の試験的導入
向を検討 と可能性、活用方法

o OA推進会議（主査 ：情報通信部次長） 。適用業務

九　州 情報通信部
i59．7設置）

（各　部）

≒　　文書管理部会　　情報処理部会　　通信部会

（主査：総務部次長）

i主査：情報通信部次長）

i主査：情報通信部次長）

。OA技術
BOA効果の予測／評価
B教育／調査、OA化計画

委員：各室部課長

電　発
情　　　報

Vステム室
（各　部）

o OA推進検討（委） （委員長）情報システム室長 。ワープロ、パソコン試行

i難務蜥ガイドライ）
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パソコン、ワープロ関係は、

試験的導入から広く全社的に拡大しようとする形がみられる。

1．　OAの進体制

　OAの推進体制を推進担当部門、推進の

ために設置した委員会、そこでの検討内容

などについてまとめたのが表2－2－3である。

　推進の担当部門としては、ほとんどの電

力会社で情報システム部門がその任にあた

っているが、企画、総務、通信などの各部

門が協力してOA化を進めている。

　名称こそ各社ごとに異なるが、OA推進

のための全社的な委員会、検討会が、1982

年に入って続々と作られ、OA化のマスタ

ープラン作り、導入に当っての諸問題の検

討などが進められてきている。

2．　OA機器の導入状況

　表2－2－4に、1982年末のOA機器の普及

実績などを示した。

　パソコン、ワープロ関係は、1982年度末

には多いところで40－50台の程度であった

が、1983年度では100台～300台を導入する

ところが相次ぎ、1984年でもさらに大幅な

増強を行っているところが多い。　とくに

中央3社の伸びが目立つとともに、他社も

これから積極的に導入を目指している。ス

タンドアロン型の試験的導入から広く全社

的に拡大しようとする形が見られるように

なっており、現場の多種多様な業務に活用

していこうとする意欲がうかがわれる。

H．電気事業のオフィスワークの特性

　本店におけるオフィス業務は、すでに事

務機械化を通じて相当量のデータ処理業務

が機械化されていることを考えれば、今後

これらを有効に活用して、経営の意思決定

をより強力に支援する体制をいかにして作

り上げるかが重要な課題となってくるであ

ろう。

　一方、現業部門である電カ所でのオフィ

ス業務は、本店のそれとはかなり異なるも

ので、電気事業のオフィス業務の特徴を持

っているものと予想される。

　そこで、二二所において行ったオフィス

業務の調査結果をもとに、その特徴を整理

してみる。

　電寓所は、発変電所、送電線などの設備

保修業務に携わる第一線業務であり、設備

の実態、地域環境の変化を把握し、投資方

針に基づいた設備保全を行っている。この

ため設備の運用基準などを定めたマニアル

や、通知文書類の参照、設備図面の利用が

随所で必要となる。

1．　文書利用の特徴

　電画所では、他のオフィス同様、多数の

書類が利用されており、調査結果は表2－2－5

のようになっている。

　量的には、記録文書と通知文書とでかな

りの割合を占めているが、これらが設備状

表2－2－5電カ所の文書量と利用頻度

況と運用基準を示す基本文書であることか

ら、電カ所の業務特性を表わしていると見

られる。また、OA協会による290社につ

いての調査によれぽ、1人当りの文書量は

1．6mとされているが、電一所の調査結果

では2．Omとなっている。これも、設備に

付随した記録文書の長期保存の必要性を示

していると考えられる。

　これらの文書は、いわゆる文書ファイル

の形でキャピネヅトなどに保管されてお

り、その探索も人の記憶に頼るだけであ

る。今後の文書量の増大を考えれば、その

保管および利用のための改善が、業務効率

改善の面からも重要といえるであろう。

2．　図面利用の特徴

　図面は、その対象によってそれぞれ異っ

た性格を持っている。変電では、機器構成

を表わす図面が中心となるが、その中にも

文書種類 種　類　数 文　書　　量
利　用 頻度

三夕〕 よく使う

i種類数）

めったに

gわない

記　　　録 38 17．5 21 17

台　　　帳 6 2．6 3 3

調査報告 17 9．2 6 ll

決裁報告 7 4．1 5 2

会議資料 13 7．0 4 9

予算資料 7 8．6 3 4

依頼文書 5 0．6 0 5

仕　様　書 3 2．8 3 0

マニュアル ll 7．3 7 4

教　科　書 11 3．5 7 4

通知文書 26 14．6 10 16

そ　の　他 63 18．2 38 之5

＊

計 207 96．0 107 100

＊職員1人当り文書量＝2．Om
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用途に応じてマクロなものとミクロなも

の、あるいは物理的な配置関係を示すもの

と論理的な接続関係を示すものとがある。

一方、送電においては、鉄塔構造図など設

備自身の図面もさることながら、線下の敷

地図や家屋との離隔図など設備と環境との

関係を表わす図面が重要となる。さらに営

業所の配電業務を考えれば、正確な道路地

図とその中に置かれた設備とを示す図面が

重要になるといえよう。

　これらの図面は、設備の新設と共に作ら

れるものであるが、保修などの設備変更に

伴って図面上にも修正が加えられる。修正

がふえれば、再び図面の清書が必要とな

る。こうした、図面の修正と利用を併せて

改善するためのコンピュータ利用は、今後

の課題である。

　コンピュータによる図面処理は、設計分

野における高級なグラフィックスと、最近

のパソコン・レベルでの簡易なグラフック

スとに二分される6電カ所で必要とされる

図面の処理は、これらの中間のものであ

り、今日一番立ち遅れているところであ

る。

　しかし、パソコンのグラフィックスは、

ここ半年ほどで精度もスピードも2倍程度

に向上しており、グラフィッスの手法も本

格的な方法が取り込まれつつあることか

ら、電カ所での図面利用に使えるシステム

が生まれるのも時間の問題といえよう。

3．　業務の時間配分

　オフィスにおける職員の活動の状況を把

えるには、経理業務とか設備設計とかいっ

た業務種別に基づく調査では困難がある。

種別ごとに詳細な業務量がわかったとして

も、業務の異なるオフィスとの間での比較

ができないからである。

　そこで、ナフィス活動に共通する行動形

態にしたがって、それぞれの形態別に費や

される時間を調査する方法がとられる。

　電カ所において、一定期間、各人ごとに

それぞれの行動時間を記録した結果を、管

理職と一般職とに分けて集計、グラフ化す

ると図2－2－1のとおりである。ここに、日

経調査とあるのは、日本経済新聞社が1981

年2月～4月の間2，333社のオフィス勤労

者を対象に行った同様の調査結果である。

日経調査は、きわめて多数のサンプルをも

とにしていることから、典型的なオフィス

の行動形態を表していると考えられる。

　電カ所の調査結果は、一般職について

は、これときわめて類似している。現地作

業の多い電カ所職員の行動形態は、いわゆ

るオフィス業務とは相当異なるものと考え

られがちであるが、この結果から見るかぎ

りでは、そのようなことはない。

　このことは、一般のオフィスにおける諸

問題は、電解所、さらには電気事業の各部

門においても、原則的にあてはまるものと

考えるのが妥当であることを意味してい

る。

　巡視業や捕管工事の監視などのため、管

理職、一般職ともに、その他の項が大きな

割合を占めている点は電カ所の大きな特微

といえるが、それ以外では、「書く、計算

する」および「電話、会議等」が、一般の

オ’フィス同様に高い比重をもっている。こ

れらへの効果的な解決策として、ワープロ

機能と計算機能が統合されたOAステーシ

ョンによる簡易な文書作成システムの開発
　　　　　　　●

や、会議、打合せの効率化策の検討が重要

なポイントとなるであろう。

図2－2－1　オフィスにおける行動時間の分布

電朝所
（管理職）

日経調査

電カ所
（一般職）
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　　行動形態区分

（1）書く、計算する

（2）読む、考える

（3）決裁する

④調べる、ファイル
　する、コピーする等

（5）電話、会議、教育等

（6）その他

　　（移動、休けい）
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2－2－6　0A推進上の課題

　電気事業は、永年の事務機械化の歴史を

経て現在に至っており、その基盤の上に新

しい技術の結晶ともいえる効果的なOAシ

ステムを構築し、将来にわたって電気事業

経営を根底から支える、総合的情報システ

ムの確立を目指さなければならない。この

ため現在、解決すべき課題は多くあるが、

以下にその主要なものをまとめる。

1．業務分析の必要性

　前にも述べたように、電気事業における

OAの役割は、オフィスの生産性向上、知

的生産性の向上、的確な経営判断への支

援、組識の活性化などに集約される。OA

を個別の部門だけの効率化だけでなく、他

部門と連面し総合的な効果を発揮させるた

めには、OAの基本的役割に対する寄与の

度合を事前評価することが望まれる。そし

てこれらの事前評価の前提として、業務実

態の調査・分析が不可欠となる。

　OAは、職員個人レベルまでを考えた業

務改善に主眼が置かれ、オフィス環境や業

務横断的な作業についての調査を必要とす

る。

　事前評価については、省力化にもとつく

経済効果だけでなく、経営意思決定の支援

をめざす総合的な情報システム確立の観点

からみた情報の価値、精度や迅速性の向上

に対する評価、組識活性化の面からみた職

場環境改善効果など、立体的、総合的な評

価力式の確立が望まれる。

　このような視点を考慮した、OA化のた

、

めに必要な調査・分析は次のとおりであ

る。

1．　オフィスワーカーの業務時間分析

　最近の研究や実態調査により、オフィス

活動がどのような基本動作から成っている

かが次第に明らかになってきた。すなわ

ち、読む、書く、調べる、計算する、打合

せる、などがそれであり、これらに費やさ

れる時間を調べることによって、オフィス

の活動状況が業種や部門の違いを越えて比

較・分析できる。

2．　文書業務の問題点把握

　オフィスと文書とは切り離せない密接な

関係にあり、この分析は文書コストの削減

などの直接効果と同時にオフィス活動の診

断にも役立つ。

　調査は、文書の作成面、保管面、利用面

のそれぞれについて行う。作成面では、文

書の種類（特性）別の作成／修正形態や所

要時間を明らかにする。保管面では、保管

形態や保管年限の実態把握が重要である。

利用面では、保管文書の取出しがどの程度

スムーズに行えるかが問題であるが、業務

機能面から文書ニーズを洗い直すことがさ

らに重要である。

3．情報の流れの分析

　オフィスは情報を処理するところである

と同時に、他の部署と連携して情報を流通

させるところでもあり、オフィスを流れる

情報を把握することによって組識全体の情

報活動の大要が捉えられる。
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　情報の流通形態は多様であるが、制度や

手続きにもとつくもの（稟議や伝票など）

と、非定形なもの（電話や会議など）とに

分けられる。調査は、個々の内容や形式、

量的側面、伝達ルートなどのそれぞれの情

報の特性に合わせて行う必要があるが、そ

の分析にあたっては、オフィス機能の診断

と向上をめざす視点を忘れてはならない。

4．　オフィスワーカーの意識調査

　オフィス活動は基本的に人間によらなけ

ればならず、OAは結局、人間にとってオ

フィス環境の整備と活性化を促し、これを

通じて業務の効率化をめざすものといえ

る。

　したがって、ナフィス業務の現状や問題

点についてオフィスワーカーがどのように

考えているかを十分掌握し、OA化の計画

に活かすことが大切である。

　意識調査はインタビューやアンケートな

どによることが多いが、建前論に終らせな

いためは、インタビュー環境や聴取意見の

取扱に細心の注意が必要である。また、担

当者のみならず管理職の意見も聴取し、問

題点を立体的に把えるようにすると共に、

調査の集約結果をもとに全体会議を開くな

どして、全員で問題が認識できるようにす

ることも大切である。

H．OA技術面の課題

　今後の電気事業OAの推進にあたり顧慮

すべき技術上の課題を整理すれば、

1．　OA機器に関する諸課題

2．情報の相互連系のためのネットワーク

　　技術の諸課題

3．分散データベースや機密対策を含めた

　　情報管理の諸課題

の3点に要約できる。



1．　OA機器に関する課題

　OA機器の進歩は急速で、機能面での問

題はさほど重大視することもないであろ

う。しかしながら、技術進歩の速さは多種

多様な機器が並存することを意味するもの

であり、それら相互のハード的、ソフト的

な互換性をいかにとっていくかは大きな問

題となってくる。この問題に対し、メーカ

ーサイドでの互換性確保への一層の努力を

期待すると共に、利用サイドとしても社内

標準の制度など独自の努力が必要である。

2．ネットワークの諸課題

　今後のOA化計画にあたって、通信ネッ

トワークとの接続を避けて考えることはで

きない。すなわち、複合端末などのOA機

器は構内ネットワーク（LAN）を介して

相互に接続されると共に、ホストコンピュ

ータの端末ともなる。そればかりか、LA

Nは電話やファクシミリなど、他の情報メ

ディアをも取り込み、電子交換機を介して

外部のネットワークとも接続される方向に

ある。

　ネットワークに関する課題はその性質

上、多岐にわたるが、ネットワークを実現

するための通信施設をどのように選択する

か、各機器間の交信のための通信規約（プロ

トコル）をいかに定めるか、といった問題を

解決する必要がある。ただし、ネットワー

ク技術は今後急速に変化すると考えられる

ので、その十分なフォローが肝要である。

3．情報管理の諸課題

　OAの進展により処理の分散化が急速に

進む。これに伴って従来にも増して多様

な、かつ多量の情報が生産されることにな

り、それらの適切な選択と活用が一層重要

になると考えられる。こうした観点からの

将来の情報管理のあり方を考える必要があ

り、その基礎となる技術面の課題として以

下の点が重要である。

　第一に、データベースの問題がある。特

にこれまでの計数データに加えて日本語文

章や図面・画像など多様な情報形態をいか

に管理し、検索できるようにするかが重要

であろう。この中には、高次の情報圧縮技

術も含まれなければならない。

　次に、情報セキュリティの問題がある。

これについては、パスワードの設定や暗号

化などセキュリティ保持のための個別技術

の高度化は言うまでもないが、ネットワー

クを含む広域的なシステムの運用管理の充

実がさらに重要だといえよう。

皿．OA化の段階的展開

　1981年のOAブーム以来、短期間に急展

開を見せたわが国のOAは、既存の事務機

械化概念との衝突などいくつかの混乱を招

きはしたものの、いま着実に定着をみせて

いる。

　電気事業におけるOAは、これまで築い

てきた事務機械化システムの実績上に、今

後の情報ネットワーク社会における高度な

情報システムの形成をめざすものであり、

長期的な計画の中に位置づけていくことが

肝要である。

　しかし、OA機器の進歩は著く、またニ

ューメディアを含むネットワークの形成も

長足の勢いであるので、長期的な計画の確

立は困難が多い。そこで、この計画自身を

段階的に固めるものとし、例えば次のよう

な3段階により全社的展開を図ることが現

実的と考えられる。各1段階は2ないし3

年である。

1．第1段階一一個別試行の推進

　OA機器の性能や実用性を評価するため

にも、将来の計画立案のためにも、さまざ

OA化の3段階

二

黒ノ

新たな情報システムへの展開

顯

1昆∵

業務への定着化

個別試行の推進

まな形で試行し、　新たな可能性を見出す

努力が大切である。この段階では、全体的

整合性よりは、たとえ個別的であってもプ

ラスの効果を評価し助長することの方が大

事であろう。

2．第2段階　　業務への定着化

　第1段階の経験をもとに、効果的なもの

を組み合わせたシステムとして業務への定

着を図る。この段階で、既存の機械化シス

テムとの関係についてもできるだけ明確化

していくことが必要であろう。

3．第3段階　　新たな情報システムへの

　　展開

　1990年台の新世代コンピュータや高度情

報通信システムなどの諸技術への対応を考

慮し電気事業の総合情報システムの形成を

めざす段階である。ここに至って、OAや

事務機械化はそれぞれ単独の概念ではなく

なり、全体システムの中でそれぞれの機能

に応じた役割を果たすものとなる。

　この段階分けによれば、電力会社の多く

は第1段階から第2段階へと進んでおり、

すでに一部では第3段階への取り組みが開

始されようとしている。　　　　　　●
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2－3 﨣�Vステム開発・管理の生産性向上

2－3－1　はじめに

　事務機械化の発展と共に、電気事業の情

報システムはますます大規模化、複雑化し

ている。そうしたシステムの高度化により

業務は省力化され、迅速化される反面、こ

の情報システムの開発と管理に大きな労力

が必要となる。これは単に多数のプログラ

ムを組むというだけでなく、それらが組み

合おさつて出来上がる大規模なシステム

が高い信頼性を維持するための努力やメン

テナンスの作業が、大幅に増大するためで

ある。

　そこで、信頼性の高い情報システムの効

率的な開発方式を確立し、電気事業におけ

る高度な情報システムの開発ニーズに迅速

に対応できるようにすることが重要であ

る。このために必要な項目は表2－3－1のよ

うになるが、本課題ではこれらを次の4つ

のテーマに整理して研究を進めた。

1．

2．

3．

4．

プログラミングの高度化

システム設計の高度化

メンテナンスの効率化

新しい事務処理システム

2－3－2　プログラミングの高度化

　電力各社の情報システムのためのプログ

ラムはほとんど社内開発であり、情報シス

テムの大規模化によって、ますます多くの

開発要員が必要になる。そこで、プログラ

ム開発経験の豊かな各社の委員によるプロ

グラム構造化研究会を設け、主としてプロ

ノラム開発の生産性向上の技法開発に取り

組んだ。

　それまでの各社におけるプログラミング

実務の問題点の検討の結果、プログラミン

グを工業生産形態に近づける必要がありそ

のためには、図2－3－1に示すソフトウェア

工学を基礎とすることが必要である、との

結論を得た。

　この枠組のもとに本研究では、工業生産

の場合の基礎になる標準化された部品に相

当するものとして、プログラム・モジュー

ルの概念を確立し、モジュールの標準化、

モジュールの品質管理、モジュールによる

プログラムの組立などから成るモジュラー

表2－3－1情報システム開発・管理の生産性向上のための課題と研究成果

課

題

成

果

情　報 シ　ス　テ　ム　開　発　・ 管　理　の　生　産　性　向 上

プログラミングの システム設計の メンテナンスの 新しい

高度化 高度化 効率化

騨一r、、

事務処理システム

。プログラミ
　　　　　　　露
塔Oの効率化舞 。設計工程の明確化 。メンテナンス作業の効率化

濃難1

。要求の多様化への対応
藝 ヤ

o プログラム信頼性の向上諜 。設計基準の設定 。システム・ドキュメント
繍

。基幹データの整備
の整備 馨

。開発工程の管理 。設計手戻りの低減 。メンテナンス計画の充実
塾

。非定型処理の増大

↓　　　　　　　峯1 ↓ ↓ ↓

↓　　　　　　・ ↓ ↓ 購 畢

。モジュラー方式 。効果的設計技法の整備 。メンテナンスの体系化

1韮1悔

。データ管理中心の
プログラミング （MSF）

i讐

システム構成
了

o

。標準モジュールライブラリ

@　　　　　　　　　　　　1vログラムテストの体系化

。非手続型

@　　仕様書体系の開発
。システム資源の統一管理

@　　　　　（DNUS）

醤鱗醗盤

。機能別

モジュール利用方式

。効果的テス トツールの開発 。ノウハウの再利用方式 。テスト支援の体系化
脚レ

o 利用者主導型の開発方式

（CAST）
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・プログラミング方式を開発した。さらに

この方式によるプログラミングを効率化す

るため、頻繁に使われるモジュールを調

査、集積した標準モジュール・ライブラリ

を開発した。

　プログラム構造化研究会による上述の成

果は、電力各社の実情に合わせてさまざま

な形に姿を変えて活用化が図られ、プログ

ラミングの生産性向上に大きく寄与すると

ころとなった。

　ところで、プログラムの開発生産性と並

んで信頼性の向上も重要な課題である。

　大規模なシステムを開発するためには、

それを構成する個々のプログラムを、従来

にも増して高い信頼性で開発しなければ、

システム全体の信頼性は低下してしまう。

これでは、せっかく生産性を向上して得た

余力も、システムのメンテナンスにとられ

てしまうばかりか、情報システムに支えら

れた電気事業の業務運営に大きな支障をき

たす恐れがあるためである。

　そこで、プログラムの信頼性向上をめざ

す研究に取り組むこととした。信頼性の向

上対策はきわめて多様であるが、それらを

（1）高信頼度設計技術と（2）プログラムテスト

技術とに大別することができる。前者は、

プログラム設計技法ならびに仕様化技法の

問題であり、設計論の中に位置づけて捉え

るのが適切である（これに関しては2－3－3

で述べる）。

　したがって、本課題ではプログラムテス

トについて重点的な検討を行い、プログラ

ムの信頼性を低下させる要因を徹底的に洗

い出すと共に、それを検出するうえで有効

なテスト方法を体係化した。さらに、最少

限の効果的なテスト用データを作るための

ツールを開発し、テストの実施効率が上が

るようにした。

図2－3－1　ソフトウェア開発の生産性向上技法

プ嶽グラムの複雑驚穴化 吟

6簿’

@　　　　ソフトウェア
@　　　　危　　　　機

@　　　　　◎

蘭登・維持藪難費馬増大

尽

合　理　化　の　婁　請
プ。グラムの二三藷継線壷綱上

繭レ

ﾋ鋼 従解法微善麟⇒

黒
　　　　　　　　　袖　　　　　　　℃

ﾗ産夢段の高度化技徳 可融報と齢げ

康　　理 標　準　化 設計技徳 注四三衛 管理披衛 凶具〈ツール〉

。構　造　定　理　。設　計　基　準　。トップダウン展開　。自動プログラミング　。開発作業管理　。開発管理エイド

BGOTOレス論　。設　計　手　順　。構造化設計　・コーディングレス　　。レビュー技術　。システム設計エイド

B情報2乗則　。コーディング規約　・複　合　設　計　・構造化コーディング　。運用保守管理　。プログラミングエイド

B集　　合　　論　。標準機能パターン　。抽象化技法　。パンチ　レ　ス　。プログラム管理　。テスティングエイド

B確　　率　　論　。検　証　方　法　。機能分解法　。高水準言語化　。データベース管理　。評　価・統計ツール

Bプログラム理論　・測　定　方　法　。オンライン設計　。擬i似コード手法　。ハード資源管理　。文書化エイ　ド

@　　　　　　。文　　書　　化　。データベース設計　。オンライン　　　　。機密保護技術　。運用保守管理エイド
@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　プログラミング
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2－3－3　システム設計の高度化

　総合経営効率化の要請を反映して、電気

事業における情報システム開発量は新規要

求、改善要求とも著しく増大しつつあり、

開発要員1人当りでみれば年率10％近い伸

びを示している。このため電力各社ともソ

フトウェア・ライフサイクルの各過程にお

いて様々なツールを導入したり、手順を簡

素化・標準化したりしてシステム開発・保

守効率の向上を計っている。

　この中で設計過程は、そこにおける行為

が多くの非定型な判断要素を含むたあ、こ

の効率化には、（1）仕様書／仕様化技法の標

準化および、（2）設計方法論の標準化が、確

実に効果が期待でき、また、現状の業務形

態との親和性も良いので最適と考えられ

る。

　このため、当研究所では、まず仕様書

体系の調査・評価を行った。対象にしたの

は、計算機や電機メーカーから提案されて

いる7つの体系であった。評価の結果、ど

の体系にも、利用すればそれなりの効果

が期待できることが分かった。この効果に

は、

・設計作業の明確化

・ソフトウェアの品質管理や開発の進捗管

　理の充実

・開発作業間のインタフェースの明確化

・工程間の手戻りの減少

などがある。しかしどの体系も実際に適用

するには、各企業の業務運営の形態にあわ

せて改善する必要があることも分かった。

　これに続き、設計技法の比較評価を行っ

た。対象としたのはデータ処理ソフトウェ

アの設計に定評のあるジャクソン法、ワー

ニエ法、構造化設計法、ソフトウェア智利

用法の4段階であり、表2－3－2に示すような

評価結果を得た。この表に示すように、4

つの技法はその適用過程が異なる。従っ

て、初期設計からモジュール設計に至る全

設計工程を効果的にカバーするには、

1．　構造化設計法に従い、初期設計、論理

　設計、プログラム構造設計を行う。但

　しこの時、分割されたモジュールが十日

　用パターンに合致するようにする。

2．再利用パターンに合致しないモジュー

　ルの詳細処理手順の設計、

・データ中心のモジュールならワーニエ法

　やジャクソン法で、

・そうでない場合は構造化設計法で行う。

3．1．の結果は汎用化して再利用パターン

　として新たに登録する。

とするのが最も合理的であるとの決論を得

た。

＊注

初期設計（ID）

　システムをサブシステムへ分割

論理設計（LD）

　サブシスムをプログラムへ分割

プログラム構造設計（PS）

　プログラムをモジュールへ分割

モジュール設計（MD）

　モジュールの詳細処理手順（処理論理）の決定

表2－3－2　設計技法の評価

視点 表 記　法
1’ 設計手順の指導性・一貫性 適　　用　　　性 よい設計を導く指導性
11技法 （設計の標準化） （設計の最適化・信頼性） 視覚性

保守性

ｶ産性

￥引

A　　　　　　　　　こ

ﾜ

複数の入出力データを扱う時の指導力 様々な問題に対して、事例的に 問題を表わすデータ構造
’ジャクソン法　　　　　唱，

が乏しい 解決法を示す が正確なら、信頼性の高 良 並

吹@　　　　　　　　　　l1
いプログラムが得られる

ト　　　　　　　　　　　　　　さ

’I s　　　　　　斗　　　　　融 最も詳細に手順化されており、指導力 適合しにくい問題に対する考慮 。同上

綱一ニエ法’1 は最も強い は乏しい 。真理値表による解析で 良 良
ら　　　　　〕：

最適化を行う

講造化．i
倹ﾝ計法、ll　　　『

手順としては大まかで、設計を導く指

ｱ力が乏しい

プログラム分割、モジュール分

рﾉは有力だが、モジュール内

?理手順設計には無力

設計の評価基準（凝結度

ﾆ結合度）が与えられて

｢る

優 並

哩　　　　　　　　、1

’ソフトウェア
適切なパターンが存在する時は、設計 適切なパターンが存在しない場 既成パターンを再利用す

は最も良く簡略化され標準化される 合は無力 るので信頼1生はあがるが

ﾅ適化の余地は少ない

優 良
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　最後に、仕様書体系と設計技法の比較調

査研究の成果を踏えて、従来の設計書の記

述が手順的であり、また記述法が過度に不

統一であったのを矯正する新しいプログラ

ム要求仕様書体系として、デシジョンテー

ブルと処理パターンに基づいた非手続型仕

様書体系を開発した。

　この体系の特徴を以下に記す。

（1）パターン指向型で従来の情報システム

　　担当になじみやすい。

（2）表形式のフォームシート中心で生産性

　　が高く保守しやすい。

（3）デシジョンテーブルを拡張しており、

　　仕様が厳密で一意的な解が得られる。

（4）データ構造駆動型の設計技法によるガ

　　イドがある。

（5）仕様の完全性を客観的にチェックでき

　　る。

（6）完全かつ最小のテストデータ集合を生

　　成する基準が得られる。

2－3－4　メンテナンスの効率化

　情報処理システムのメンテナンス、すな

わち、システムを業務の変更にあわせて維

持・改定し続けていく作業は、永年の業務

機械化の歴史をもつ電気事業の情報処理部

門にとって大きな負担となっており、この

効率化が望まれている。

　当所では昭和54年度より中国電力株式会

社と共同プロジェクトを組み、メンテナン

ス諸原因の分析、メンテナンスの望ましい

体制作り、支援システムの開発からなる一

連の研究開発を続けてきた。本プロジェク

トは、

1．　メンテナンスの作業と開発の作業とを

　同レベルで捉えること

2．　メンテナンス支援システムを広い意味

　で情報処理部門の業務システムと考える

　こと

3．既存システムのメンテナンス支援と今

　後のメンテナンス支援体系とを同一の概

　念のもとにまとめること

表2－3－3　MSFの開発スケジュール

を基本的な方針としており、現在でもなお

進行中である。

　これまでの本プロジェクトの主要な成果

としては

（1）メンテナンス全体の支援体系を概念設

第。期

．昭和54年度

第　1　期

55年度 56年度

第　H　期

57年度 58年度

第　田　期

59年度 60年度

⇔i＜　■■■レ｝ぐ■■■ゆ
　　　　　…

　　　　　…

MSF
フレーム　1
　　　　　3
ワーク設計1
　　　　　塁

　　　　　　　　　　　…

iソフトウェア資源管理iプログラム分析ツールi開発・メンテナンスの
　　　　　　　　　　　：
　DNUS　　　　　　lテストツール　　　　1活動記録
　　　　　　　　　　　…

　　　　　　　　　　　1

図2－3－2　MSFの6システム要素
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　計としてまとめたMSF（Maintenance

　SapPort　Facility）のフレームワーク

（2）各種業務システムの構成情報を管理す

　るDNUS（Data　Name　Unification

　System）

（3）MSFに対話型インターフェースとテス

　ト支i援環境とを与えるCASTS（Compu

　　ter　Aided　Software　Testing　System）

がある。

以下では、これらについて簡単に紹介する。

　MSFのフレームワークはメンテナンス

の作業フェーズー計画、設計、プログラ

ミング、テスティングの4つのフェーズー

一にあわせて、必要な支援機能をとりまと

めたものであり、

（1）ソフトウェア資源管理

（2）プログラム分析・テスト

（3）開発・メンテナンスの活動記録管理

の3つの機能に分けることができる。

　これらをさらに細かく分割し整理したM

SFのシステム要素を図2－3－2に示す

　DNUSは、従来業務システムごとに個

別に管理していたソフトウェア資源を一元

的に管理し、その相互関連をライフサイク

ルを通じて維持するためのシステムである。

DNUSの．主要な機能は次の3点である。

（1）作務システムで使用するデータの名称

　を、同一データについて同一名称に統一

　する作業を支援する。

（2）　ソフトウェア資源情報を開発・保守作

　業時に自動的に収集し、整合性をチェッ

　クする。

（3）修正に伴う波及効果を可及的に把握す

　る。

　DNUSの利用により、メンテナンス作

業量、開発作業量はそれぞれ、5割、1割

程度削除されている。
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　CASTSは、システム開発・メンテナン

ス時に必要な、テストデータの生成やテス

トの有効性の判定など、プログラム／シス

テムテストに必要な諸機能をTSS環境

に組込んだ支援システムである。また、

DNUSはCASTSをインタフ土一スとし

て利用している。この関係を図2－3－3に示

す。これにより、TSSの機能を大幅に強

化することが可能となり、開発・メンテナ

ンスの効率向上がはかられる。

　なお、現在はMSFプロジェクトの第皿

図2－3－3　MSFの構成

期計画の中で、作業の省力化のみならず、

メンテナンス計画・管理にも役立つ諸情報

について検討し、計画・管理用の情報収集

機能の実現をめざしている。

2－3－5新しい事務処理システム
　　　　をめざして

　最近、事務処理の分野では、従来からの

定型的なバッチ処理に加え、次々と発生す

る新たな情報要求に迅速に対応するため

に、エンド・ユーザが対話的に直接データ

［〉⇔‘

TSSユーザ

ターミナル

CAST
　TSS
サポート

テ

DNUS管理システム

レイアウト検索

レイアウト分析

レイアウト登録

⇔⇔

l　　　　　　　　　　　　　　　Il　　　　　　　　　　　　　魯8　　　　　　　　　　　　　　　　11　　　　　　　　　　　　　　1

P　　　　　　　　1

レイアウト・コピー作成

プログラム自動修正

デシジョンテーブル展開

漢字処理サポート

㊧⇔

コンパイラー
リ　　ン　　カ　　一

5

9

蓼． @　　　　　　　　　　　　　　　1

ヂバ　ツ　ガ　一

AST
Xト

ｳ一ト

テストデータ生成

カバレジ測定
テスト結果編集

1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5

l　　　　　　　　　　　　　　　l

早@　　　　　　　　　　　1

1 墨

本番コンパイル

⇔
ソ　一　ス　登録

ロ　一　ド登録

DNUS
fーP貫夕性べ保去持

J　C　L　登録
o

DNUS
データ

ベース

システム
リソース

ライブ

　　ラリ



対話的に直接データを

操作できるような柔軟なシステムの必要性が高まってきている。

を操作できるような柔軟なシステムの必要

性が高まってきている。このようなシステ

ムでは、エンド・ユーザの要求をあらかじ

め正確に把握することは難しく、したがっ

て従来のライフサイクル・モデルに基づく

方法論では、効率的なシステム開発を行う

ことはできない。

　我々は、電力中央研究所内の事務処理シ

ステムの開発を例題として用いて、エンド

・ユーザ指向のシステムに適したシステム

開発方法論について研究を進めてきた。

　その結果、今後の柔軟性のある業務処理

システム実現のためには、対象業務を図2－

3－4のように、情報の収集・保管・利用の

フェースに分けて、データ管理を基礎とす

る構成をとることが適切であることが判明

した。

　このようなシステムでは、その設計・開

発にあたってまず各業務に対応するビジネ

ス・モデルを明確に定める必要がある。そ

して、情報処理部門ではデータ管理、すな

わち、データの量的な管理、整合性の保

持、ドキュメントの整備など担当する。一

方、特定の業務処理機能は、情報の収集・

利用形態にあわせ、必要に応じて利用者画

図2－3－4　データ管理を基礎とする事務処理システムの基本構成

惰報の収集 情報の保管 情報の利回

　情報の

ｭ生・整理

　情報の

ｪ析・活用

各主管業務

データペース

入力●更新機能
検雫レポ1ト機能

各主管業務

?□

データベース機能

対話処理機能

身が中心となって組み立てていけばよい。

　データ管理に基づく事務処理システムの

利用点は次の4点である。

1．　開発は必要な部分から順次行えぽよ

　く、それぞれ短期間で利用に供すること

　ができる。

2．利用者が直接情報を操作できるので非

　定型的な新しい要求に迅速に応できる。

　なお、定形的な処理は従来のパッチ処理

　と同様、ほとんど自動化することができ

　る。

3．　事務処理においてつきものの原始デー

　タの入力ミスに対する原因究明・機能拡

　張が容易であり、これによってシステム

　の信頼性・利用可能性を高めることがで

　きる。

4．　各処理機能とデータ管理機能とが分解

　しているので、データベース構造の変更

　が容易に実施でき、データ量の増加や処

　理の効率化に対応することができる。

ドキュメントの整備

図2－3－5　開発環境と運用環境の間のインターフェース

ユ　ー　ザ
（プログラマ）

…：1；i馨：：棄：……………

運用環境
・：・

：：：…：…

ｬ移行用，．，．。．一ス

9

テスト用インターフェース

運用計算機

運用情報インターフェースiii國iii
データ

xース

利用者要求インターフェース

エンドユーザ
（専門家〉

　また、欠点としては、システムが開かれ

ているために、利用者の要求を設計時に予

測するのが難しく、したがって、システム

の運用状況や利用方法を、常に的確に把握

していなけれぽならないことが上げられ

る。

　これに対応するには図2－3－5に示したよ

うに、ソフトウェアの開発環境と運用環境

を概念的に分離し、両者の間を結ぶインタ

フェースを明確にしておくことが有用であ

る。

　なお、データ管理を中心とした事務処理

システムのあり方については、現在も研究

を継続中であり、今後は、電気事業にみられ

るような大規模なシステム上で、ソフトウ

ェアの開発・運用環境を整備していくため

の課題について検討を行う予定である。●
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2－4－1技術計算の現状

　技術計算は現代の科学技術にとって不可

欠であり、大半はコンピュータを用いて行

なわれる。特に近年では、数値解析法の進

歩や計算機能力の向上により、適用範囲が

図2－4－1　技術計算の手順

拡大するとともに、解析の対象として、複

雑大規模なものが扱われるようになってき

ている。

　その中には、例えば高速増殖炉（FBR）

の耐震性、安全性計算のように、現在の最：

高速大型コンピュータシステムの利用なく

しては、不可能な計算も多数ある。

　実用的な技術計算とは、利用可能なコン

ピュータの能力の範囲で問題を解くこと、

という見方もある。その意味で、最近のコ

ンピュータ性能の向上、特に計算スピード

の飛躍的な向上は、同時に技術計算の大規

模化を促進してきたといえる。このことか

ら、次世代のスーパーコンピュータ（超高

速計算システム）がほとんど技術計算用シ

ステムとして開発されているのも当然であ

る（3畷節参照）。

　技術計算は、通常、図島掛1に示すよう

な手順で行われ、単にコンピュータの能力

を必要とするだけでなく、プログラムの開

発、データの作成に多くの人手（頭脳）と

費用を必要とする。特に大規模な技術計算

ではこの傾向は著しい。

　しかし投入できる人手、費用には限界が

あるため、有効に利用する必要がある。そ

のためには、以下の3つの方向からの接近

方法が考えられる。

1．　プログラム開発の効率化

　プログラムの開発に要する手間、費用を

減少する。このためには、既存プログラム

の再利用による新規開発量の削減、あるい

は新規開発プログラムの品質向上が重要で

ある。

2．計算の実行の効率化

　限られた計算機の能力を有効利用するた

めには、プログラムの実行時効率を高める

必要がある。このためには実行時効率を適

切に評価し、改善する手法が必要である。
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3．データの準備・結果の処理の効率化

　対象問題が大規模・複雑化するに従っ

て、プログラムへの入力データとして準備

すべきデータ量が増大する。また計算結果

は単なる数値列として出力されたのでは役

に立たず、何らかの形式で図表化されて初

めて役に立つものである。このような計算：

手法の確立した分野では、投入される人手

の大部分が入力データの作成、結果の図表

化に使われているのが現状であり、この

部分を効率化する効果は大きい。

　以上の観点に立ち、我々は技術計算を総

合的に技質するものとして

（1）入力データ作成、結果の図表化プログ

　ラム開発を支援する技術計算サポートシ

　ステムの開発

（2）技術計算プ窟グラムの品質向上を目的

　とする品質管理規準の確立

（3）プμグラムの実行時効率の管理規準、

　効率向上手法の確立

を行った。

2一牛2技術計算サポートシステム

　技術計算にまつわる入力データの作成、

結果の整理・編集、そして計算プログラム

開発を、総合的に支援するサポートシステ

ムとして、具備すべき主要機能を以下に記

す。

1．計算モデル生成機能

　解析対象のモデル化において、必要最少

限の入力でモデルを生成でき、図形出力に

よる確認ができなければならない。有限要

素法なら、要素分割も自動的に行なえなけ

れぽならない。また部分モデルを合成する

ことで、大規模モデルの生成ができなけれ

ぽならない。

2．計算モデル管理機能

　生成されたモデルをデータベースに保存

し、計算プログラム、図表化プログラムの

入力として簡単に利用でき、また修正等が

容易にできなけれぽならない。さらに計算

結果も保存でき、モデルと整合性を保てる

必要がある。

3．　多様な結果表現機能

　計算結果の特牛を引き出す表現形式とし

ては、数表、グラフといった様々なものが

考えられる。さらに3次元領域で現象を示

すためには任意の断面での図化が必要なこ

とが多い。したがって豊富な表現形式を用

意するとともに、柔軟に組み合せて利用で

きる必要があり、利用方法が容易であるこ

とも重要である。

4．　プ日グラミングの支援機能

　解析者は一般に．プログラミングの専門家

ではないから、新手法によるプ獄グラム開

発が簡便にできれぽ大幅に省力化できる。

このためには、プログラムライブラリとし

て良質のものを備えることが重要である。

　個々のサブシステムとしては、従来から

様々なものがあり、利用効果の高いもの

が、統合されていないという問題がある。

そこで我々は、統合化されたシステムとし

て、構造計算用にGIFTS／DCSを開発し

た。

　このシステムは、有限要素法に基づく構

造解析を、入力データの作成から図表化ま

で一貫してサポートするものである。ま

た、データ作成、図表化部分は他の有限要

素法に基づくプ糖グラムにも利用できる。

　このシステムを利用することにより、例

えばロックフィルダムの応力を行う例で

は、従来は入力データの作成だけで数日か

かっていたが、入力データの作成、計算、

結果の図表化を含めても数時間で可能とな

る。特にデータ作成の手間、結果の図表化

の柔軟性により人手にたよっていた部分を

機械化できる効果が多い。

　　　　技術計算プログラムの品質
2一牛3
　　　　管理規準

　技術討算プログラムの品質管理は、単に

プログラムの再利用によりプログラム作成

を効率化するためだけでなく、外部委託さ

れるプログラムの適切な評価、計算実行時

の効率向上のためのものである。

　プログラムをライブラリに登録し、後で

再利用するためには、プログラムが正常に

動作するだけでは不十分である。後日の利

用者に十分な情報を提供すためには、ドキ

ュメント数が重要である。また、実行時の

計算効率が適切でなけれぽ、無駄に計算機

を使用することになる。

　このような問題を解決するために、我々

は図2－4－2に示す技術計算プログラムのラ

イフサイクルの各局面において管理すべき

項図とその効果を明らかにし、利用しやす

い形式にまとめた管理規準を開発した。

1．

2．

3．

開発した方式の特微は、

ライフサイクルの各局面におけるチェ

ック項黛が網羅されている。

コンピュータ利用により機械的にチェ

ック可能な項目を明示している。

実行時の効率を測定すための簡便な方

式を示し、管理方式を示している。

ところにある。

　従来はともすれば「結果が出ればよし」

とし後日での利用、無駄な計算に対する考

慮が不足していたが、我々の開発した規準

により、これらの問題点が解決できると期

待される。
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図2－4－2技術計算プログラムのライフサイクル 図2－4－3　総合効率の評価手順
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表2－4－1実行時効率の改善例

2－4－4　実行時効率の向上

　技術計算は利用可能なコンピュータの能

力を使い切ろうとする傾向がある。そのた

め、計算能力は常に不足する。ところが実

行されているプログラムの総合効率、すな

わち、

1．使用CPU時間

2．　使用メモリ量

3．　入出力回数

4．　コンピュータに留っている時間

といった呼量と計算している問題を対比し

てみると、非効率的なプログラムが多い。

　つまり、プログラムに簡単な手直しを行

うことで前述の一心を容易に削減できるプ

ログラムが多い。したがって、実行される

個々のプログラムの総合効率を適確に測

定、評価し、必要なものに対して、その向

上を施すことが重要である。

プログラムの内容 総ステップ
変　　更　　　oステッフ 計算時間

Z縮率

入出力回数

@短縮率

典型的な

ﾀ行時間
iM200）

1．ダムの応用計算 2，000
　40

i2％）
35％

一
～30分

2。　コンクリート

@　　　　破壊力学
3，520

20

i0．5％）
25％

一
～8時間

3．　FBRタンク内の

@　　　　流動計算
2，100

　20

i1％）
20％ 13％ 5～6時間

　総合効率の大まかな測定を行うには、コ

ンピュータの基本ソフトウエアが利用でき

る。その結果を用いて、図2－4－3に示す手

順で評価を行えばよい。

　評価により、改善すべきと判定された

ら、改善を行わなけれぽならない。実行時

間の減少のためには、プログラムを書き換

えなければならない。このためには、プロ

グラム中で最も実行の集中する部分を見つ

　　　　　　　　　　　　　　●

け出し、その部分を改善すれぽよい。

　通常、それはプログラムの数％の部分で

ある。改善対象部分を見つけ出すのは、コ

ンピュータを利用して行うことができる。

また改善もほぼ機械的にできる。

　改善を行った例を表2－4－1に示す。この

表からわかるように、数パーセントの部分

を改善するだけで、数十パーセントの効率

改善が可能である。　　　　　　　　　○
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3－H　研究の背景とねらい

　電気事：業は過去3G年に及ぶ経営情報シス

テム開発の努力を通じて、部門別・定型化

されたものを中心に、着々と情報化を進め

てきた。これは、特に過去の高度成長：時代

における日常業務の生産性向上と、供給力

確保のための経営的諸課題の解決に役立っ

てきた。こうしたなかで、電気事業の情報化

の現状は、概ね次の通りであると言えよう。

1．部門別に形成された業務運用システム

　日常の業務処理を効率よく遂行するため

の業務運用システムが、個々の部門ごとに

作られ、主要の業務はほぼ機械化されてい

る。機械化の割合は、約6割程度と推定さ

れている。

2．今後の拡充が望まれる計画・管理シス

　　テム

　計画管理業務においては、需要想定、設

備計画、設備管理など、処理手続きが定型

化されたものでは機械化が進んでいるもの

の、全体で約3割程度に過ぎないといわれ

ている。特に経営分析、経営戦略の比較分

析、経済動向の分析など、経営支援への電

算機の本格的活用は、これからという状況

にある。

　最近におけるOA化の動き、第5世代コ

ンピュータ・プロシェクトの促進、高度情

報通信システム（INS）構想の提案など

に伴う情報関連技術の発展は、目覚ましい

ものがある。このため、電気事業において

経営支按システ公の所丙公開

も、その情報化の進展にあわせ、これらの

新技術を選択的に取り込み、経営情報シス

テムの一層の効率化、活性化を図る必要が

ある。

　このような状況をふまえ、電気事業の高

度経営情報システムを構築するうえで、重

要なものとして、経営戦略策定、経済予

側、経営指標などの、経営情報の分析が

自由に行える経営意思決定支援システム

（Declslon　SupPort　System・DSS）の確

立および、必要な管理情報の即時提供を指

向した、企業内情報通信網（Local　Area

Network・LAN）や、外部の情報連系を

はかる付加価値通信網（Value－Added

Network・VAN）の積極的な活用をあげ

ることができる。

　そこで、当所では、電気事業の高度経営

情報システムの具体例として、以下のパイ

ロットモデルの開発研究に昭和59年から着

手している。

（1）既開発（昭和58年度）の経営経済デー

　タベース分析システムを核とし、経営の

　意思決定にかかわる情報を分析、評価し

　て提供する、経営意思決定支援システム

（2）各種のOA機器や大型電算機を相互連

　系し、経営意思決定支援システムに必要

　な画像や、データが統一的に扱える企業

　内情報通信網（ローカルエリアネットワ

　ーク）

　これら具体的システムの提示は、電気事

業のOA化、情報化を進める方策の確立に

資することを目的としている。また、これ

らシステムは、経営経済研究に役立てるだ
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61年度を目途に、高度経営情報システムの

　　パイロットモデルの完成を目指す。

けでなく、当所の経営情報の分析や、長期

経営戦略の立案も、実際的に活用しながら

開発していく。

3－1－2　研究課題

1．経営意思決定支援システム

　　　（DSS）パイロットモデルの開発

1．経営経済データベ7ス分析システムの

　　拡充

　昭和58年度に開発した、経営経済データ

ベース分析システム（2－1節参照）による

短期経済予測、需要分析のみならず、経営

指標や料金分析などについても、利用でき

る電力経営データベースの確立をはかるた

め、時系列だけでなく、断面データにも対

応できるデータベースシステムに拡充する

とともに、原子力発電コストモデルなど、

当所既開発モデルのシステムへの組み込み

をはかる。

2．　経営意思決定支援システムの要求仕様

　　の確立とシステム管理制御やプログラ

　　ムの開発

　利用者となる経営トップ、スタッフの各

層で必要とされる、本システムのインター

フェースの条件を調査し、その仕様の確立

をはかる。さらに、今後のシステム開発の

効率化のため、システムの中核として、全

体を管理し制御する、DSSシステム管理

制御プ鐸グラムの設計・開発を行う。

3、　経営意思決定支援情報データベースの

　　整備と特定分野を対象とするDSSサ

　　ブシステムの開発と統合

　経営を支援するための基本となるデータ

の蓄積と整備を行う。経営情報は次の2種

類に大別される。

α）経済研究所が中心に行っている経営経

　済データの分析から得られる、電気事業

　全体およびこれをとりまく社会・経済に

　関するマクロな経営惰報

（例〉長期電力政策、経営効率化指標、新

　　　技術評価など

（2）当所業務運営から得られる内部経営情

　報

（例）長期研究計画、主要研究成果報告、

　　　人事計画、収支計画など

　本システム開発にあたっては、上記各分

野を対象とするスタッフ支援のサブシステ

ムの開発と、これによる経営層への情報提

供サービスを行いながら、システムの統合

化をはかっていくものとする。

n．企業内情報通信ネットワーク

　　　（しAN）パイロットモデルの開発

1．　総合的LANの制御・管理システムの

　　開発

　意思決定支援を含む今後の高度情報化

の推進にとって、企業内情報通信ネットワ

ーク（LAN＞が重要な基盤となるが、今

鷺、実用化されているネヅトワークは、コ

ンピュータのデジタル情報だけを対象にし

たものがぽとんどである。電気事業の高度

情報化基盤としてのLANは、コンピュー

タのデジタル情報は勿論のこと、設備図面

や構内監視テレビモニタ画像など、アナロ

グ情報も含めた総合的なネットワークであ

ることが必要である。

　本項目ではCATV用のケーブルを用い

たネットワークを構成し、電気事業の高度

経営情報システムの構築に必要な、各種の

情報を総合的に扱うことのできるネットワ

ーク制御システムを開発する。当面は、コ

ンピュータ情報とテレビのイメージ画像の

総合化を農標とするが、これら以外の情報

についても順次取り込むものとする。

2．　ネットワークにおけるデータベース管

　　理方式　　　　　，

　企業内情報通信ネットワークは、そこに

接続された機器同士の情報交換を可能にす

るだけでなく、共通的な情報をデータベー

スに蓄積管理し、どこからでも、いつでも

利用できる体制を確立することによって、

効用が飛躍的に高められる。

　ここでは、総合的な企業内情報ネットワ

ークに対する共通データベ｝スを開発し、

その有効性を実証する。また、情報の管理に

おける機密保護方策についても検討を行う。

3．　総合的企業内情報通信ネットワークの

　　最適構成法

　企業内情報通信ネットワークが総合化す

るにつれて、その効率や信頼性を考慮した

構成法が重要となる。

　本項目では、企業内情報ネットワークに

対する、機能、効率、信頼性、経済姓など

多角的視点からの総合評価方法を開発し、

これを用いてネットワークの最適構成法に

ついて検討する。　　　　　　　　　パ

　また、企業内のみらず、最近の新しい情

報通信サービスとして注昌されている、外

部情報連系としての付加価値通信網（VA

N）との連系のあり方、活用法、さらには

具体的な接続方式などについても、検討を

進める。

3ヨー3　実験システムの概要

　前節で述べた研究内容について、具体的

なパイPットシステムの開発を通じて検討

を進めていく予定である。このため、昭和

59年度に図3÷1に示すような実験システ

ムを導入し、61年度を目途に、高度経営情

報システムのパイロットモデルの完成を昌

指す。　　　　　　　　　　　　　　　㊧

50



（

雷

）
区

・ミ

了ト

中

ム
〉

口

》

§

く

1ト

K
，N

磐

10匝

〒

〒

笛

・区

｝　・
P’

P強、．．　　匹旨

．炉

P　　＿　　＿　　＿し　　　　略　　　　櫛　　　　旺

@　　糠
@　　豊　　　　　‘．「LI　一一　　　　艇掘翻・　　　　　　r、

1．D融
焉f越　・　1　ゴ

’卜r　．　7、」　㌦

に毎●●●o●●●●●●

　旺
@に@笹1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．⊃

・　　　　　　　　　　　．・‘一’　　一　、・・　ゐ　　　・

�@　（

いl　　　I

p　、

P’
r

o●　●　●　●　●　●　●　●　●

，＼

」！1　　　　　　●

Ω＿o⊃
’　嘔L一、＿

a＿o⊃

唱畠　．

　　　　　　　　調饗磐曝呼〉ム［・一へ

@　　　　　　　　　　　　　　爺　　　　　　　　　　　　　　　旺．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　藁　　　　　　　　　　　　　　　側　　　　　　　　　　　　　　　鰹

@　　　　　　　　　　　　　　蓮

@　　　　　勾
3氏

曇

一　．ら

．」

　　　　　　．　一　　u　　　　“，　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、　　・　H’1一 3氏

m　．

Cλ　』

Pト・

■卜

’」

L「●●■o●●●

i．　　　　、」

@’

　＃ム　　〉、［　禦・ム　ロロ↑＼ト螂　酬

　イ　　　　　　　ー　一　一　　」

P

ヒ1響あ　」

引

　，＼

ｭ1ト　l

jム　rく．

R1
u騨

弗　　　P

騨へ1

［、『

　　　I

`L　　．ヒ脚

7
’　　　r

@⊃

1　　　　噛　」　　　　一・．　　　　　マ

窪

爬．li

、．．．．，　岡

　‘脚　　　・●

D■L

@蝋
@枢

撃

歪：

　　、　　　　　一　　　　r　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　．噛　　一ｨ・　　　「

m

3∩一

丑・や～

ｻ㌔
l八
c6ロ
∵ﾁ

汀肖

萱 ’”
E｛

・　「

@　．1

き住魑｝

へ　rく

戟@i
宴gズ

」箋

あ‘

”｝’』

　　　I
撃ｫ掴下1橿1ト

．　＿　　．　　　　　7

@　　，@　蒐．．．．

r■　F
㌔直　　π

F

P「一

@　　：，
@　　’　　b

測♪、

P紐隊

掴｛ム＝　杓｛ム

@ll　　τトll
?中　　』」申　　曜

”　　　　ム
」

，’

へ胆
譌??

醤韻o＿o⊃�
、1

ﾚ雷�

�

「1ホ� �

1　　　　L：�

�

�
�

�

　　　　　1「ｵ一　　　　　　t　

@　　　♂�

一一　’�

＿　や～熊

k　，＼〉ぐ塗�

＞1トエ
@＝　A＞
＝j1＼�

、�

　　』　，τ’τ，．τ，

�

．　’�

研レビューNo．10●51



3② ｛シスラム⑳構築
1閥§爵艦を連騰竃

3－271　はじめに

　電気事業においては、電力用通信の高度

化に関して、新しい通信技術である光ファ

イバ通信方式が既に送電系統保護用や電気

所構内伝送用に使用されてきており、その

高い信頼性と良質な伝送品質が実証されて

きた。

　今後は、基幹通信回線としての光ファイ

バ通信方式の導入とディジタル信号伝送・

処理技術の進歩を取り込み、これまでの安

定した電力供給に不可欠な役割を果たして

きた電力用通信システムを、さらに高度な

ものへと変貌させていくことが重要とな

る。

　これは、通信の対象となる全ての情報を

ディジタル的に統一し、伝送・変換するこ

とによって、業務運営のための情報通信機

能を含んだ、種々の新しい通信サービスの

提供を可能にする、いわゆる高度清報通信

システムの展開・構築を意味する。

　他方、電力供給に係わる設備運用の高

度化に関しては、今日の電気事業をとりま

く経済・社会環境の厳しい状況の中におい

て、光ファイバ通信や高性能コンピュータ

の活用により電力系統運用制御を高度化

し、従来よりも増して、電力の安定供給な

らびに供給コストの抑制を図ることが必要

となっている。

　このため、将来において展開・構築され

るであろう、電力用高度情報通信システム

の在りかたと、その電力系統運用制御シス

テムへの適用方法の検討が緊要な検討課題

となっており、当所でもこれに係わる研究

を鋭意推進しているところである。

　以下、当所が進めている、電力用高度情

報通信システムの在りかたとその電力系統

運嗣制御システムへの適用方法に関する研

究について紹介する。

3－2遭　研究の推移

　当所がこれまでに実施してきた関連研

究について、電気所、配電系統、送電系統

等、適用対象別に述べれば、概要次の通り

である。

　第一に、光応用技術を電気所における計

測制御システムに適用するために、これま

で光ファイバ電圧・電流センサの開発や光

ファイバケーブルの絶縁特性など基礎的検

討を行い、将来の基幹通信回線としてのデ

ィジタルマイクロ波通信方式の回線設計手

法の開発や、高性能光ファイバ通信方式の

適用について検討を進めてきた。

　また、配電系統に関しては、配電線を信

号伝送路とした双方向通信方式を開発し

て、深夜電力用負荷の集中制御システム

や、線路用開閉器の自動監視制御システム

などの実用化に貢献した。しかし、この通

信方式は伝送速度などに限界があるので、

配電系統運用の高度化に適した通信方式の

あり方について、光通信方式も含めた調査

検討を進めてきた。

　さらに、電力系統の安定送電技術におけ

る高性能コンピュータ・通信の活用に関し

て、ディジタルシミュレーション技術など

による安定化判別手法の開発を行い、電力

各社での実用化に供するとともに、これら

の解析手法を用いて、事故波及防止対策や

各種安定度向上対策の検討を行ってきた。

現在は、大容量電源特性を考慮した、系統

動特性解析手法の実用化研究を実施してい

る。

3－2－3今後の研究課題

　これまでの研究成果を基盤として、将来

の電力用高度情報通信システムの在りかた

と、その適用に基づく電力系統運用制御シ

ステムの高度化に関する研究を以下の通り

実施する。

1．電力用情報通信システムの基本設計

　高速・大容量通信と次世代コンピュータ

の活用を前提として、需給制御、系統操

作、給電監視、安定化予防制御などを含め

た電力系統総合自動化システムの将来像を

検討し、これに基づいて、光データハイウ

ェー �怺iとした将来の電力用情報通信シ

ステムの基本設計を行い、これについて提

言をまとめる。

2．　配電系統の監視・制御・保護システム

　　の開発

　光応用柱上計測技術の開発ならびに柱上

に設置される光応用機器（計測センサ、送

受光器、光分岐・結合器など）の具備すべ

き条件の明確化と高信頼度化の対応策につ

いて検討し、光通信システムを活用した配

電系統運用自動化モデルシステムの開発と

実験用配電線（赤城試験センタ～）を用い

た実証試験を行う。
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　さらに、配電系統の常時監視・診断シス

テム、負荷および分散型電源・貯蔵システ

ムの監視制御、OAとの連係や需要家サー

ビスなど多目的利用技術の開発を行う。

3．　電力系統の大事故予防・波及防止・復

　　旧システムの開発

　電気所構内における光応用計測制御シ

ステムの耐サージ・雑音対策と多種・多様

な情報の高能率収集方式の開発、ならびに

分散した保護機能の総合化を検討し、変電

所一括保護システムの構成と性能検証を行

う。

　これと平行して、大容量原子力・火力・

水力電源特性を考慮した系統動特性解析手

法に基づく事故波及防止・高速復旧システ

ムの基本設計と、光通信システムに取り込

む状態量の選定とその収集方式について検

討する。

　最終的に、高度情報通信システムならび

に飛躍的な進歩が期待される系統解析専

用プロセッサの利用による系統保護システ

ム、オンライン系統制御、発電プラント高

速制御などを総合した、集中制御システム

を開発する。伴せて、当所の交直シミュレ

ータ、ディジタル式光通信システム、およ

び大型電算機システムを用いて、本集中制

御システムのオンラインでの適用可能性を

実証する。

3－2－4期待される効果

　これらの研究により、電力系統運用制御

からみた情報通信システムの在りかたが明

確になり、3－1節に述べたような、経営情

報システムの高度化の検討、および今後の

わが国におけるINS形成の進展と合わせ

て、総合的な電力用高度情報通信システム

の展望が明らかにされる。

　曝せて、電力系統運用制御の面では以下

の効果が期待できる。

1．　配電運用業務の効率化を推進し、多様

化する需要家のニーズに的確に対処できる

ようになるとともに、貯蔵設備や深夜電力

帯の負荷機器の的確な制御による負荷率の

向上や、配電設備の稼動状況の正確な把握

による設備運用の効率化が図れる。

2．　電力系統の常時監視機能の強化によ

り、経済的な発電を考慮しながら各送電設

備を有効に利用した運転が可能となる。ま

た、気候の急変や、変電所、送電線の緊急

停止などが重大事故に発展しないような適

切な運転や、万一事故が発生した場合に供

給支障を出来るだけ少くして、高速かつ的

確に系統復旧操作を実施することが可能と

なる。　　　　　　　　　　　　　　○

瀬
二轡

　　　　、

／

彰
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　　　　　　　　　第5世代コンピュータへの展開

3－3－1　はじめに

　知識処理技術は、専門的知識、特に専門

家の持つ経験的知識を整理・定式化して計

算して計算機に与え、これを記号的に操作

することで専門家の行う推論を自動化する

新しい技術である。そして、これによって

従来ならば専門家でなけれぽ取扱えなかっ

た、複雑かつ因難な問題を計算機で効率よ

く解けるようにすることをねらっている。

　化学や医療診断の分野で知識処理に基づ

くシステム（エキスパート・システム）があ

る程度の成功をおさめたこと、第5世代計

算機プロジェクトが開始されたことなどが

きっかけとなって、最近、知識処理に対す

る関心が世界的に急速に高まってきている。

　当所でも、知識処理技術を電気事業にお

ける計算機利用を高度化するための基本技

術のひとつと考え、この一年来にわたって

精力的に調査・研究を進めてきた。

　本節ではまず、昨年度に行った調査研究

に基いて知識処理技術の現状を概観し、電

気事業の諸分野における適用可能性につい

舶餓卿εγも

6り　　亀

◎
日

o
1

照

て解説する。ついで最も早期に実現が見込

まれる分野として現在研究中の2つの応用

「原子力発電所の予防保全支援システム」、

「事業処理プログラムの自動合成システム」

について具体的に述べることとする。

　　　　知識処理技術の動向と電気
3－3－2
　　　　事業での適用可能性

　知識処理は一般に人工知能研究の応用と

考えられており、従来の計算機利用技術に

比較すると、知識を論理的に操作する点に

特長がある。すなわち、知識処理では、数

値計算にかわって記号操作を中心とし「デ

ータベースとして扱うよりも、知識の表現

・構造として取扱い」、また、「少数のパラ

メータから結果を出すかわりに、大量の知

識を組み合せて解を導き出す」。

　このような知識操作機能と、従来から計

算機が持つ高速の数値計算機能ならびに大

量のデータ処理・データ蓄積機能とを有機

的に組み合せることによって、高度な情報

処理システムを実現することができると考

えられる。

　ただし、知識処理技術を実際に適用する

場合には、「知識をいかにして表現して計

算機に蓄積するか」、また、「どのように知

識を操作して推論を自動化するかどうか」

という2つの課題を解決しなければならな

い。

　前者、知識の表現法としてはプロダクシ

ョン・ルールの形式を用いたシステムが多

い。これは断片的知識を前提一結論、また

は状態一対処法というif－themの形に

整理して表わす方式であり、比較的単純で

ありながらも適用範囲が広いのが特微であ

る。しかし、どのような表現形式をとるに

せよ、知識の定式化が不適切な、または不

十分であれば役に立たない。このため、エ

キスパート・システムを開発する場合に

は、計算機技術者と各部の専門との協力が

不可欠とされているが、それでも、実験シ

ステムを実用に供した時点でうまく働かな

くなる例も多い。

　後老、推論機構の問題としては、取扱う

場合の数をいかにして少なくするかが大き

な問題であり、さまざまな効率のよい探索

方法が考案されている。また、推論を効率

化するための知識の重要性も指摘されてい

る。

　さらに利用者インターフェースや、学習

機能の実現も、知識処理に基づくシステム

を実用化するためには重要な課題である

が、これら自身も知識処理の研究対象とな

っていることに注意する必要がある。

　それでは、現在の技術レベルで、知識処

理の適用可能な分野に課せられる条件は何

であろうか。それは以下の5点にまとめる

ことができる。

1、現場の存在

　システムの実験・利用・評価ができる現

場があれぽ専門家の協力も得やすく、実験

システムを実用化することも容易になる。

2．データベースの存在

　知識処理技術を用いるとデータベースの

情報を圧縮し、高度な利用を可能にするこ

とができる。
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3．　手順書の存在

　発電所の運転手順書などはある意味で状

況一対処型のif－themルールであり、

これらを知識ベース化することで高度な利

用が可能となる。

4．　知識定式化の手段が必要な場合

　政策の決定過程など、何が知識なのか判

明しないような分野においては、知識工学

の定式化手法（プロダクション・ルールな

ど）をパラダイムとして、知識を明確化し

共有することができるようになる。

5．高度なプログラム技術が必要な場合

　自然言語処理、数式処理、計画・設計の

自動化、ロボットなど、従来の計算機利用

技術では解決できなかった分野での利用が

考えられる。

　以上の考察に基いて、電気事業における

知識処理適用課題をまとめたのが表3－3－1

である。表門の課題は、第5世代計算機の

間発により実現が容易になるものも多いと

考えられる。

　第1段の課題は現在の当所で研究中、あ

るいは具体的に計画中のものであり、第2

段階のものは研究を予定しているものであ

る。また、第3段階の課題は将来的に必要

であると考えられるものである。

　第3段階のシステムを開発するには、対

象分野に対する、計算機によるより深い理

解が必要であり、そのためには、論理学

上の問題、アルゴリズムの問題などについ

て、基礎的な研究が必要である。

　　　　原子力発電所の予防保全
3－3－3
　　　　支援システムの開発

　原子力発電所を安定して運転するには、

事故・故障の発生を未然に防止するための

予防保全業務が重要である。本システムは

その支援を目的としたエキスパート・シス

テムであり、情報システム部が研究開発本

部・原子力情報センターに協力し、パイロ

ット・システムとしての実現をめざして研

究開発をすすめている。

　原子力発電の分野を対象とした実験的な

エキスパート・システムは、近年、いくつ

か発表されているが、これらはいずれも、

プラントの状態変化を人手、もしくは自動

的に実時間で収集しながら推論をすすめ、

診断・助言を行う方式をとっている。その

ため、そこに使われる知識工学の手法を巨

大な実規模のプラントに適用するには“知

識”の整備、処理の効率化などの点で相当

な因難が予想される。

　これに対して、我々が開発中のシステム

は、予防保全業務を担当する管理者レベル

での利用を想像しており、プラントと実時

間でデータを授受することはしない、この

ため過去の運転経験やプラントの構成情報

から得られる知識を蓄積し、これに適切な

推論機構を付加すれば、現在の技術レベル

でも、対象範囲が限定されているかぎりに

おいて、十分実用的な知識処理システムを

実現することができる。すなわち、本シス

テムは、過去の事故・故障情報、プラント

の構成情報、さらには原子力専門家の経験

表3－3－1電気事業における知識処理適用課題

各課題の満たす適用条件
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データ
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知識処理技術を情報処理の分野に適用する究極的な目標は、

ソフトウエアの自動開発である。

的知識などを集約した知識ベースを持つ高

度なデータベース・システムとしてとらえ

ることができる（図3－3－1）。

　図3－3－2に最終的な予防保全システムの

論理構成を示す。開発中のパイロットタイ

プ・システムも基本的にこれと同じ以下の

6つのコンポーネントから構成される。

1．知識ベース

　物理法則診断規則、経験則などの専門知

識を格納するルール・ベースと、プラント

構成、機器情報などを格納するデータベー

スとからなる。

2．推論機構

　知識機構ベース中の情報を組み合せて推

論処理を行うしくみであり、与えられた条

件にあわせて、潜在的に起こりうる事象に

対応するシナリナを自動生成する。

3．ユーザ・インタフェース

　計算機に不慣れな原子力分野の専門家で

もシステムを利用できるように、データ投

入を簡略化し、入出力をなるべく日本語で

行えるようにする機能である。

4．　自然言語処理機能

　利用者の質問入力や、システムの出力す

る診断結果、助言・説明文などを日本語で

表現できるように処理する機能である。

5．　知識収集・編集機能

　専門知識を知識ベースに投入したり、変

更したりする作業は非常に繁雑なので、こ

れを軽減化するための機能である。

6．　整合性検証機能

　知識ベース中の情報に整合性のとれない

部分があることが判明した場合、これを検

出して利用者に提示する機能である。

　なお、システムの開発は、徐々に機能を

拡張・高度化できるという知識処理システ

ムの特性を生かして段階的に行っている。

また、開発の課題は、前節でも述べたよう

に専門知識の定式化とその収集手順の効率

化にある。

3－3－4　プログラムの自動生成

　知識処理技術を情報処理の分野に適用す

る究極的な目標は、ソフトウエアの自動開

発である。

　すなわちシステム設計者やプログラマの

経験的知識を計算機に蓄積し、これを新し

い問題が入力されるごとに自動的に適用

し、プログラムを生成するのである。この

方法を確立できれば、ソフトウエアの生産

性は100倍以上に向上することが期待でき、

現在いわれているソフトウエア学上の多く

の問題が解決する。

　当所ではこの主旨に従い、電気事業の

事務処理システム開発に実際に適用しうる

プログラム自動生成システム（AREIS／1

：Automatic　Resource　Integration　Sys－

tem）を開発中である。

　ARIES／1は、知識ベースとして設計者

やプログラムのノウハウのような経験的知

識と、個々の具体的なプログラム用に以前

に作成した処理ロジック部品集をもつ。

　これらの情報は一度蓄わえておけぽ、い

つでも再利用することができるので、これ

によってプログラムの生産性向上を計るこ

とができる。

　ARIES／1の構成を示すと図3－3－3のよう

になる。すなわちARIES／1では、プログ

ラム要求を、通常の事務処理担当者でも記

述できるような、日本語文章で入力する。

　まず、ARIES／1は、入力された要求を

単語辞書を使って自然解析し、計算機が扱

いやすい構文木とよぼれる構造に変換す

る。次に要求文中のデータ項目間の修飾関

係を一様な形式表現にした整形構文木に変

換する。次にファイル辞書を参照し、個々

のデータ項目間の修飾関係を具体的に表

現しているファイルを検索する。この段

階で、プログラム要求に現われていた言葉

が、すべてデータ処理の言葉で置き換えら

れるわけである。

　次に個々の修飾関係を解釈し、この関係

を関数として表現したソースコードを生成

する。さらにプログラム要求をこのような

関数の連鎖の最終変数を引数にもったネッ

トワーク表現に展開する。

　最後にこのネットワークと適合する処理

パターンをライブラリから検索し業務固有

部分の修正を行い、ソースコードを出力す

る。

　例題で部分的にテストした結果、出力プロ

グラム・ステップ数／入力文章行数の比は

300程度である。このARIES／1において

は、

①　仕様の分析

②データ資源情報の取り込み

③　処理のパターン分割

④プログラミングルールの適用

の各過程が自動化されるため、通常の事務

処理プログラム開発の手間の半分以上が削

減できると予測できる。

　ARIES／1は、1984年10月に完成し、現

在、当所のバッチ型事務処理システムを例

題に用いて、性能評価を行っている。　○

相閨｡■
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図3－3－1　予防保全支援システムの利用形態

，渚

　　　　　　　　　　　　　！

■■ゆ：現状

：将来

　　　　専門家
　　　」」
層kO

』》．＿

⑭⑤

触

卜、、

予防

保全策

’世

知　識

ベース

＿』圏■■幽幽幽島．．

曜

曄

推論機構

診断・助言・説明

予防

保全策

監

・｛

マ「ド・P7哩一り亨曜

図3－3－2　予防保全システムの論理構造
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　　　　　　スーパーコンビュー・タの活用

3－4－1スーパーコンピュータの出現

　2－4節に述べたように、技術計算は今

後とも適用範囲を広げるとともに、要求さ

れるコンピュータ能力も飛躍的に増加して

ゆくと考えられる。環境評価、原子炉設

計、核融合、構造計算などの分野で要求す

る計算規模は、これまで技術計算に利用し

てきた大型汎用コンピュータでは、今後の

性能向上を期待しても能力が不足するとい

われている。このような情勢の中で、超高

速計算システム、いわゆるスーパーコンピ

ュー ^が注目されている。

　現在スーパーコンピュータと呼ばれる機

種を表3－4－1に示す。これらはいずれも科

学技術計算用として、100MFLOPS以上

の性能を持っている（1MFLOPSとは、

1秒間に100万回の浮動小数点演算を行う

速度の単位、100MFLOPSは毎秒1億演

算に相当する）。汎用コンピュータでは最

高速のもの（FACOM　M382）でも約10

MFLOPSであるから、その10～100倍の

速度をもつまさに超高速機である。

　技術計算の宿命として「より大きい問題

を、より精密に、より速く」解きたいとい

う願望が常にあるから、現在のスーパーコ

ンピュータの性能でも十分ということはな

い。しかし、大規模なシミュレーションを

必要とする分野、特に模型装置による実験

が困難あるいは原理的に不可能な分野で

は、スーパーコンピュータによって単に従

来の計算が速く終るだけでなく、質的にも

高度な新しい研究開発が可能になると期待

されている。

　現在スーパーコンピュータは欧米と日本

．とに約60台が稼動している。米国は約40台

を保有している。機種別ではCRAY－1

が大半を占めているが、最近日本のメーカ

がCRAY－1をしのぐ性能のものを撃つ

図3－4－1逐次方式とパイプライン方式の比較

いで発表し、稼動を開始した。今後、スー

パーコンピュータの利用を前提とした技術

計算が出現することはまちがいない。電気

事業においても、FBR開発、原子炉安全

解析、環境評価などの大規模計算を必要と

する分野は多い。そのためスーパーコンピ

ュータの効果的な利用方法を考えておく必

要があろう。

時間

　　　　スーパーコンピュータの
3－4－2
　　　　処理方式

遂　次　方　式①　　し1

　　　　　　　　　②

L2’ @∵bp∫　　　S

し1 L2　6鰐　s
　　　．一　　、．闇計

パイプライン方式①

　　　　　　　　　②

　　　　　　　　　③

　　　　　　　　　④

　　　　　　　　　⑤

結果格納

演算

演算数データ取込み

被演算数データ取込み

L2 OP S

Ll し2 一〇P
S

ドし し2 OP『 S

Li L2 OP S

～し．
陸、　一　　　　　　　L

臨駕．一． S

　現在実用化されているスーパーコンピュ

ータはいずれもシリコン（Si）半導体素子

で構成されている。これは汎用のコンピュ

ータと変わらない。その高速性を生みだし

ているのは内部処理方式（アーキテクチャ）

である。スーパーコンピュータは、特に技

術計算に適したアーキテクチャを採用して

いるために、汎用コンピュータとは異なる

特性を持っている。この特性を知らなけれ

ばスーパーコンピュータの性能を十分に発

揮させることができない。

1．　ベクトル処理方式

　現在のスーパーコンピュータはいずれも

ベクトル処理方式である。これは、技術計

算でよく用いられる複数データの配列（ベ

クトル）の演算を高速化するためである。

このためスーパコンピュータはベクトル計

算機あるいはアレイプロセッサと呼ばれる

ことがある。

　汎用コンピュータでは1つの命令で1個

の（1対の）データに対する演算を行う

（これをスカラー演算という）。このため
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のベクトルを処理するためにはスカラー演

算を繰り返し行わなければならない。スー

パーコンピュータは1命令でベクトルの全

要素を処理する。また、演算対象ベクトル

全体を保持する高速記憶装置として、ベク

トルレジスタを持っている。データの大部

分は汎用コンピュータと同じように、主記

憶装置（メモリ）に置かれるが、ベクトル

レジスタに入っているデータの処理は高速

で実行される。

　技術計算プログラムにもスカラー演算は

必要である。スーパーコンピュータもスカ

ラー処理機能を備えているが、その速度は

汎用コンピュータと同程度である。したが

ってベクトル処理とスカラー処理とが混在

するプログラムでは、ベクトル部分は高速

処理されるが、スカラー部分は速くならな

い。そのためスーパーコンピュータの処理

速度はプログラムによって異なる。これは

汎用コンピュータにはない特性である。

2．パイプライン方式

　ベクトル処理方式による高速化の原理

は、並列処理である。ベクトル演算では、

要素ごとの演算が同時に実行できる場合が

多いから、多数の演算装置（加減乗除など

を行う）を置いて、一斉に（並列的に）動

作させれば、1動作で処理できる。

　このような並列演算方式は原理的には単

純であるが、演算装置にデータを送り込む

路の巾（信号線の数）が大きくなり、制御

が難しい。現在のスーパーコンピュータは

1個（ないし高々、数個）の演算装置しか

持っていないので、ベクトル演算も実際に

は逐次的に実行されるが、次に述べるパイ

プライン方式により高速化している。

　パイプライン方式は流れ作業による大量

生産に例えられる。一つの物を作る工程を

何段階かに分割し、各段階での作業を時間

差をもって重畳させるのである。このとき

各段階での作業時間がほぼ同じになるよう

に分割すると、生産能率は分割段数に比例

して向上する。

　コンピュータの命令も詳しく見るといく

つかの段階に分割できる。それぞれの処理

を分担する装置を独立に動作できるように

して、一つのデータに対する処理が終る

と、直ちに次のデータの処理にとりかかる

ようにする。こうすると、演算装置は1個

であるが、見かけ上並列的な演算が実現さ

れる（図3－4－1）。

　流れ作業のたとえでもわかるように、パ

イプラインが最も効率的にはたらくのは、

データが途切れることなく流れつづける

ことである。ベクトル演算では、多数の

データが順序よく流れるから、大きい効

果が期待される。ただしパイプラインが

一旦空になってしまうと、次に結果を出す

までには余分な時間が必要である。これを

セヅトアップ（段取り）時間というが、こ

のためにベクトルの長さが短かいと、パイ

プラインの効果が発揮されない。

　一般にベクトル計算機ではベクトル長が

大きいほど性能がよくなる。このことは、

後に述べるように、プログラムの効率化に

重要な点である。なおメーカがスーパーコ

ンピュータの性能値として発表するのは、

ベクトル長が無限大の場合のいわぽ「瞬間

風速」である。現実のプログラムでは、こ

の最高性能を達成することはできない。

3－4－3　プログラムの高速化

　時間のかかるプログラムの実行を早く終

らせるためには速いコンピュータを利用す

ればよい。これは最も単純な方法である

が、技術計算のように、CPU時間の大き

いプログラムでは特に効果が大きい。スー

パーコンピュータの開発目的もここにあ

る。

　しかしながら、汎用コンピュータ用に作

成されたプログラムをスーパーコンピュー

タ上で走らせても、思ったほどは速くなら

ない。スーパーコンピュータの能力を十分

に発揮させるには、ソフトウェアにも工夫

が必要である。

1．　自動ベクトル化

　技術計算のプログラムは、ほとんどが

FORTRANで書かれている。FORTRAN

ではベクトル演算を直接表現するとができ

ず、要素ごとの（スカラー）演算の繰返し

表3－4－1　スーパーコンピュータ（各社の代表機種）

機　　　種　　　名 メーカー名（国）
最高性能
iMFしOPS）

発　表

CRAY－1 クレイリサーチ（米） 150 1976

CRAY－XMP 〃 600 1980

CYBER　　205 CDC（米） 400 1980

S－810／20 日立（日） 630 1982

VP－200 富士通（日） 500 1982

SX－2 日本電気（日） 1，300 19『83
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　　スーパーコンピュータ用プログラムは、

ベクトル処理部分が大きいほど高速化される。

（DOループ）で表現する。

　汎用コンピュータのコンパイラは、これ

をスカラー命令を繰返すような命令に変

換するが、ベクトル演算機用のコンパイラ

は、ループ表現をベクトル命令に対応づけ

なければならない。

　これを自動ベクトル化機能という。ルー

プ表現のプログラムから、ベクトル処理可

能な部分を機械的に認識することは、かな

りむずかしいことなので、従来はプログラ

マによる指示が必要であった。最近発表さ

れたスーパーコンピュータは、いずれも強

力な自動ベクトル化機能をもつコンパイラ

を備えている。

　自動ベクトル化コンパイラは、既存のプ

図3－4－2　プログラムによるべタルト長の差

（a）ベクルト長は3と見なされる

　DO　　IO　　I＝1，100

　DO　　lO　　J＝し3

［OZ（1、J）＝X（1、J）十Y（1、J）

図3－4－3ベクトル化による高速化

ログラムをスーパーコンピュータ上でも活

用する場合には、利用者から見てハードウ

ェア性能におとらず重要な機能である。

2．ベクトルの長さ

　ベクトル計算機はベクトルが長いほど効

率的にはたらく。そこでプログラムを速く

するためには、一度に処理されるベクトル

の長さを長くすることが重要である。

　一般に技術計算では、対象となる物理現

象のモデル化によってベクトル長が決ま

る。しかし、プログラミングの方法を変え

ることによって、コンピュータの扱うベク

トルを長くすることができる。図3－4－2の

2つの計算は内容的には同じで、汎用コン

（b）ペクルト長は100と見なされ
　　スーパーコンピュータに適している

　　　DO　　10　　1＝1，3

　　　DO　　10　　J＝し100

　10　Z（1、　J）＝X　（1、　」）十Y（1、　J）

ビュータではほぼ同じ時間で処理される。

　スーパーコンピュータでは（b）の方がずっ

と速く終る。コンパイラの自動ベクトル化

の機能にもよるが、（a）ではベクトル長が3

と見なされ、（b）では100と見なされること

が多いからである。

　実際のプログラム中では、このように明

らかな例は少ないと思われるが、多少の手

直しで高速化できる場合が多い。

　　　　　　処理時間

a：ベクルト処理部分小

汎用コンピュータ スカラー演算 ベクトル演算

スーパーコンピュータ スカラー
ペク．

トル

∠」／

b：ベクルト処理部分大

汎用コンピュータ スカラー ベクトル演算

スーパーコンピュータ

l　　　　　　　　　　ll　　　　　　　　忌

スカラー ベクトル

3．ベクトル処理の比率

　ベクトル計算機用プログラムは、ベクト

ル処理部分が大きいほど高速化される（図

3－4－3）。ベクトル処理は基本的に並列演算

が可能な計算である。

　自動ベクトル化の機能が向上すれぽ、図

3－4－2のプログラムなどは、自動的に高速

化されうるのである。しかしコンパイラは

計算内容の意味までは認識できないから、

最終的には、プログラマまたはアルゴリズ

ムの設計者が、ベクトル処理部分の多いプ

ログラムを作る必要がある。

　当所で実際に利用されているいくつかの

技術計算プログラムを調べたところでは、

ベクトル処理が80％以上を占めている。し

たがってスーパーコンピュータの効果はか

なりあると思われるが、図3－4－4のグラフ

で見るように、さらに90％以上のベクトル

比率にすると、高速性がはっきりと得られ

る。

　これらの実用プログラムを高速化するに

は、プログラムの部分的手直しだけでな

く、中心部分のアルゴリズムとしてベクト

ル計算機向きのものをえらぶ必要がある。

　技術計算でよく用いられる線形計算で

は、汎用コンピュータ用に工夫された多く

の手法があるが、たとえばガウスの消去法

はベクトル計算機に向かず、これまで計算

量が多いとされてた反復法が見直されてい
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る。このようにスーパーコンピュータの性

能を最大限に引き出すには、アルゴリズム

から見直す必要もある。

　　　　超高速計算システムの
3－4－4
　　　　将来展望

　現在のスーパーコンピュータは、実用化

への途上にあるので、完成したものではな

い。その利用技術についても、今後超高速

計算システムが普及するにつれて向上して

ゆくであろう。

　技術計算の需要面から見ると、スーパー

コンピュータの現在の性能は決して満足

なものとはいえず、さらに2～3桁速い

ものを要求する分野もある。現に、通産

省が推進している科学技術用高速計算シス

テムのプロジェクトでは、1990年代に約

10GFLOPS（毎秒100億演算）クラスの

スーパーコンビ三一タの開発を目ざしてい

る。

　このような超高速システムを実現するた

めには、素子技術、アーキテクチャ、ソフ

トウェア、利用技術のいずれについても現

在よりも格段の進歩が必要とされる。　素

子技術については、現在のシリコン素子か

らガリウム砒素（GaAs）素子やHEMT

（高電子移動度トランジスタ）、ジョセブソ

ン接合素子などが研究されており、これら

によって現在の10～20倍の速度が期待され

ている。

　素子の高速化は、そのままコンピュータ

の性能向上に結びつくが、当然限界がある

ので、さらに高速化するためには、パイプ

ラインだけではなくパラレル（並列）アー

キテクチャが必要になる。

　通産省のプロジェクトでは、現在の最

高速汎用コンピュータ並みの装置を100～

1，000台結合したシステムを検討している。

こうした高度の並列システムは、前にも述

べたように制御が複雑で、最大の性能を発

揮させるには、ソフトウェアの負担が大き

くなる。すなわち与えられた問題を分析し

て並列的に処理できる部分を切り分け、多

数の処理装置に割り当てるといった操作が

必要になるが、これは、現在のプログラム

作成よりもずっと難かしい。今後は、こう

した並列アーキテクチャを活かす解法やソ

フトウェア技法の研究が重要となろう。

　これまでの技術計算は、コンピュータの

ハー hウェアを所与のものとして、ソフト

ウェアによって現象のシミュレーションを

行うものであった。すなわちコンピュータ

は汎用シミュレータであった。しかし並列

処理方式の超高速システムでは、上に述べ

たように汎用のアルゴリズムやソフトウェ

アが成立しにくくなり、専用シミュレータ

としてハード（アーキテクチャ）とソフト

（アルゴリズム）とを一体として設計しな

ければならなくなるだろう。

　原子炉や電力系統のように、複：雑大規模

なシステムを実時間的に制御する場合に

は、このような専用超高速システムを検討

する必要がある。　　　　　　　　　●

ミ
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経済研究所情報システム部部長　若林　剛

　今日、経済・社会の高度情報化は、あるいは怒濤の如く

激しく押し寄せ、あるいはウィルスの伝播の如く静かに浸

透し、あらゆる分野において着実な進行を見せつつある。

　それは、産業・企業活動、社会活動から家庭生活に至る

まで、すべての活動様式を根本的に変えようとしている。

　従来の肉体労働の機械化から精神労働の機械化へ、単純

画一的な量産効果を狙った機械化から、複雑多様な高付加

価値生産を狙うものへと、高度に情報化された機械化が進

みつつあり、これにより生産、流通、販売、サービスの諸

活動は大きく様変りしょうとしている。

　同様に、家庭生活においても、より快適な、より便利な

生活を求めて、高度に情報化された生活用機器・手段が次

々に開発され、豊富かつ多様なやり方で利用されるように

なり、生活様式は一変しようとしている。

　そして、これらの諸活動のための基盤として、多種多様

な情報ベース、高度の情報流通機構が構築され、情報機

器、電子機器を、日常の生活手段として、フルに活用する

ことが当然のこととなってゆこう。

　こうして、より新しい労働態様、生活態様、新しい企業

形態、家庭形態が次々に形作られ、定着していく。

　それは、企業二丁や人間の在り方として、多様性の中か

らの選択に基づくそれぞれの自己主張、個性化を促進する

とともに、情報を媒介とする領域拡大・発展による企業の

　　　　／l㌣沼▽審．

多角経営や、人間の多様な才能の発揮を促す。こうして、

個性化による分化と、個性化されたものの情報を媒介とす

る結合により、新しい、多様な価値観と情報ネットワーク

志向をベースとする社会形成が進もうとしている。

　そして、新しい世代が新しい経済・社会環境の中で育ま

れ、新しい生活様式を身につけ、新しい文化と自然を培養

し、新しい時代の発展の主体となるとともに、我々古き

（？）世代も好むと好まざるとにかかわらず、新しい時代

に対応できるよう転換を迫られるこどとなろう。

　現在、電子機器は我々の生活を側面から支えるものとし

て、ますます役に立つように発展しつつある。しかし、そ

の、これまでの発展の方向は、専門家がそれを便利な道具

として利用することのみに向けられていた。

　今後は、その利用者が特に専門家でなくても、仕事をす

る際の良きパートナーとしての役割を充分に果してくれる

機器として、さらに我々が新時代に相応しく自らの転換を

図るため、より多面的な能力を身につける際の個人教師の

役割を担う機器として、より知的に発展させてゆくことが

肝要であろう。

　このような意味で、将来の長期にわたる情報システム研

究の基本的な方向は、システムの知能化、情報機器の知能

化でなければならないと考える。

　既に、当所でもこの知能システムの研究に大きく一歩を

踏み出した。情報システム高度化のために当所が進めよう

としている当面の課題は第3章に述べた通りであるが、長

期的には、経営管理業務から設備運用に至るまで、すべて

の業務システムを知能化し、より高度な業務遂行を可能に

することを図るとともに、業務に携わる各人の新時代に対

応する能力開発のための訓練システム、教育システムの構

築に寄与するよう、知能システムを志向する研究を一層強

力に進める所存である。　　　　　　　　　　　　　嚇

躍襯！レビューN◎．唾0嚇63



関連する主な研究報告書

情報処理関係（経済研究所　研究報告、調査報告） 通信関係（電力研究所　研究報告、調査報告）

1．システム監査に関する調査報告No．68000256年3月

2．MS鍔プロジェクト報告書（第1分冊）　大規模事務処理ソフトウェア

　　のための保守管理支援システムーMSFNo，581507（依頼報告）56年11月

3．MSFプロジェクト報告書（第2分冊）　デ「タネーム統一化システム

　　DNUS　No．581508　56年U月

4．デシジョン・サポート・システムの概念と先駆的概究のかずかず

　　No．581009　56年il月

5．ソフトウェア仕様書の調査・評価一設計管理システムの要件分析

　　一No581012　57年3月

6．ソフトウェア仕様書体系の調査・評緬一設計管理システムの要件分析一

　　No．58101257年3月

7．コンピュータ・システムの性能評価とチューニング方法について

　．No．59至017　　57年3月

8．ヨーロッパ電気事業における惰報処理の動向No．58101857年3月

9．水生微生物エコシステムにおける非線形拡散現象の数理と映像化

　　No．5810ユ9　57年3月

10．業務別カナ漢字変換辞書の簡便な作成法一効率的な日本語データ処理の

　　ためにNo．582008　58年5月

H．移流拡散方程式のための有限要素法パッケージの開発No．58200958年

　　6月

i2．技術計算サポートシステムの設計N◎．582ω658年7月

13．大型計算機網を利用したオフィス・コンピュータの連係No．58201758

　　年7月

14．データ管理を基礎とした業務処理システムの構築一ある管理システムの

　　構築・活用を例に一No．5820ユ8　58年7月

15．知識処理技徳の動向No，58300259年2月

16．夏季電力需要と気象要困N◎．58300359年4月

17．技術計算プ日グラムの動特牲改善手法No．58300459年4月

18．OAのための業務分析一ある電カ所の分析を例に一No．58300559年4月

19．大規模技徳計算プqグラムの品質管理No．58301i　59年4月

20．経営経済データ・ベース分析システムの開発No．583012　59年4月

21．高度惰報化社会の進展と電気事業の課題興？．583013　59年3月

22。原子力発電所の予防保全支援システムに対する知識処理動向の適用

　　No58301559年5月

23．部品合成によるプqグラム自動生成へのアプローチNo．5830茎859年5月

1，電気所構内光応用計測・舗御システムの姓能と信頼度予測No．180067

　　56年8月

2，通信制御用マイクロ・プ顕セッサの効率的なソフトウェア作成手法の開

　　発（その2）一全ソフトウェア化多重テレメータ／テレコン装置への適用

　　一No．180049　56年9月

3。情報伝送用ディジタル装置の自動故障診断方式No．7103856年9月

4．電力用マイクq波データ回線の高信頼度化に関する概究No．10856年

　　11月

5．実験用通信衛星を利用したファクシミリ伝送実験No．181518（依頼報告）

　　57年1月

6．光ファイバケーブルを原子力分野へ適用するための基礎検討一光ファイ

　　バの薩放射線特性一No．18105257年5月

7．電力用データ通信網のプ環トコル設計No。181053　57年6月

8．液体コア光ファイバのカー効果を用いる電圧測定法の基礎検討

　　No，182008　57年8月

9．電力用ディジタルマイク員波伝搬路信頼度予測手法（そのわ一周波数

　　選択性フェージングによる瞬断の理論的検討一No．18200957年8月

沁．高性能光ファイバ通信方式の電力用情報伝送への適用の検討一中継距離

　　の拡大と電磁界影響の予測一No．183004　58年4月

11。電力用ディジタルマイクロ波伝搬路信頼度予測手法（その2＞周波数選

　　択性フェージングによる瞬断の予測と改善方式No。18301358年沁月

12．電力硝電波応用技術に関する調査No．18300359年2月

13．電力用ディジタルマイク日波方式の園線設計手法No．18304359年6月

14．電力用光センサ技術の基礎検討一電力設備運用への高効率計測方式の適

　　用一No．184002　59年8月

15．サージ雑音観測・符号伝送並列試験システムの開発No．18400459年8月

16．電力用ディジタル通信網の構成方式一沿CM多重化・交換制御方式の検

　　討一No．182052　59年8月
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電研レビューNO．10 ◎日召不n60年1，目22日多達i手了

◎編集兼発行・財団法人電力中央研究所　広報部

東京都千代田区大手町1－6－1［大手町ピル7階］⑰100

容03　（201）　6601（f～こ表）

◎印刷・三好印刷株式会社　　　◎Layout・Onobi

本　部／経済研究所東京都千代田区大手町1－6－1容（03）201－6601⑰100　　　　　　　　　　狛江事業所東京都狛江市岩芦北2－11－1倉（03）480－2111⑰201

我孫子事業所千葉県我孫子市我孫子1646費（0471）82－1181⑪27Q－11　　　武山試験研究センター神奈川県横須賀市長：坂2十1費（0468）56－2121⑰240－01

赤城試験センター群馬県勢多郡宮城村苗ヶ島2567鯉（0272）83－2721⑰371－02　　UHV塩原実験場栃木県那須郡塩原町関谷1033容（0287＞35－2048⑳329－28

編集後記

　新年、明けましてお目出とうございます。

電研レビュー第10号「電気事業の情報シス

テムー高度化への新展開」をお届けします。

，本号では、「巻頭言」を東北電力株式会

社取締役副社長　松田　彰様にお願いしま

した。師走の超ご多忙の中、快くご一三を

いただき、心からお礼を申し上げます。

　さて、本号では、2つの新工夫すなわち、

①頁の上端に鍵となる短い文章を本文より

　抜粋、内容理解の一助とする。

②：頁の余白に漫画を入れて、之もすれば硬

　くなりがちの紙面を柔らげる。

を試みました。ともに、少しでも読み易く

するための、読者と本文との間のインター

フェースと考えております。

　ご批判をいただければ幸です。

◎ニューメディアと人間の文化◎

　昨年は、憎々公社のINS実験とキャプ

テンサービスが開始され、いよいよニュー

メディア時代の幕が開いたξ当所でも原子

力情報センターのホストコンピュータと電

力各社の端宋を結んだ原子力VANが運転

を始めた。

　それでは、ニューメディアの利用によっ

て、社会や文化にどんな変化が生じるので

あろうか。

　ニューメディアによるサービスの大きな

特徴の一つは、情報の受け手が端末を介し

て、個人では不可能な膨大なデータベース

や広範な通信網を利用できる点にある。

　例えば、遺伝子研究や機械設計の最先端

で使われている、3次元コンピュータグラ

フィックスには、もう一つの現実といって

もよいほど精密で様々なシミュレーシ3ン

ができるものがあるが、また非常に高価で

ある。

　ニューメディアを通して、これが誰にで

も安価かつ手軽に利用できるようになれ

ぽ、文章や数式に代わって、美しい3次元

のアニメーションで、自らの論理やイメー

ジを展開することも可能となろう。

　この時、言語や数式といった旧来の記述

方法のくびきから解き放たれた入間の精神

が、全く新しい論理構造を発見すると考え

るのは夢想に過ぎるのであろうか？

　新しい文化の誕生が期待できる。

◎初夢のようなお話◎

　もし宇宙人がいて地球を観察していたと

する。彼は凡ての情報網を検索し、最初に

地球人と接触する時に使う、最も普遍的な

言語を捜しているのである。

　地球人の言語の何たるかを知らない宇宙

人は、ひょっとすると、1と0の数字を最

も普遍的な言語として理解するのではなか

ろうか。米国でもソ連でも日本でも、世界

中のコンピュータは凡てこの2進法による

言語で動いているからである。

　いつの日か、我々は、この単純明快で論

理的な言語によるメッセージを、彼から受

け取れることを期待してよいのかもしれな

い。

　1985年が実り豊かであることを祈りつつ。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　●
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